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行政連携団体（外郭団体）の経営健全化に向けた取組状況

１ これまでの取組み状況と成果

本県では、平成16年6月「外郭団体見直し等の基本方針（以下「基本方針」とい

う。）」を策定し、外郭団体の見直しに係る基本的な考え方を示すとともに、

各団体においては、基本方針を踏まえた「経営改善計画」を策定し、

具体的な取組みを進めてきた。

・第１期経営改善計画：平成1 7年度～平成21年度（5年間）

・第2期経営改善計画：平成22年度～平成24年度（3年間）

・第3期経営改善計画：平成25年度～平成27年度（3年間）

これまで3期に渡り、単なる組織形態の見直しにとどまらない、

団体の存廃を含めた抜本的な見直しや、経営改善に取り組んできた結果、

下記のとおり大幅な「経営のスリム化」が実現されている。

◆ 団 体 数 ４２団体（H15） ⇒ ２５団体（H27） ▲１７団体（▲40%）

◆ 役職員数 １，０６１人（H16） ⇒ ５２２人（H27） ▲５３９人 (▲51%)

◆ 県補助・委託金 ８１億円（H16） ⇒ ３４億円(H27) ▲４７億円(▲58%)

２ 「次期計画」策定の基本的考え方（地方創生・経営健全化指針）

（１）「次期計画」策定の方向性

各団体においては、「第３期経営改善計画」を策定し、その推進を図っている

が、ほとんどの団体で、平成２７年度がその最終年度に当たることから、

平成26年8月の総務省通知「第三セクター等の経営健全化等に関する指針」

に鑑み、引き続き「経営健全化」を進めるとともに、地方創生の起爆剤として、

「県民目線・現場主義」で「地域活性化」に貢献し「新次元の団体経営」に挑戦す

るため「次期計画」を策定し取組みを推進する。

（２）３つの柱

計画推進の３つの柱は次のとおりとする。

・地方創生の推進

各団体の特性を発揮し地方創生を加速
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・さらなる連携推進

「産・学・官・金・労・言」の「六位一体」の連携推進で

効果的・効率的な事業を推進

・不断の経営改善

さらなる「経営改善」に向けた団体独自の取組みを推進

（３）計画期間：平成28年度～平成30年度（3年間）

（４）取組目標

①事業分野

各団体が「地方創生」に資する「重点取組目標」（数値目標）を定め、

地域に根ざした団体の特性を活かした機動的な事業運営を推進

②経営分野

各団体が「効率化・経営健全化」に資する「重点取組目標」（数値目

標）を定め、財務や役職員数の適正化等、経営体質強化に向けた取

組みを推進

※各団体は、①，②の「重点取組目標」について、

計画期間における達成率「80%」以上確保を目指す。

③透明性

各団体でのコンプライアンス向上の取組みや情報公開の推進など、

透明性を向上

④進捗管理（PDCAサイクルの確立）

各団体は「次期計画」の取組み状況について、達成度や課題を分析

する「自己点検評価」を実施し、毎年度、県へ報告

団体所管課は、団体から評価報告を受け、県としての評価を行い、

これらの評価結果を人事課行政改革室が指定する「第三者で構成

する機関」に報告し、評価を受けるとともに、意見や提言を聴取し、

さらなる「地方創生・経営健全化」の推進に反映

３ 各団体の「次期計画」策定状況

「次期計画」策定の基本的な考え方に基づき各行政連携団体（全２５団体）にお

いて、「事業分野」、「経営分野」に係る重点取組目標が設定され、地域に根ざした

団体の特性を活かした機動的な事業運営を推進するとともに、財務や役職員数の

適正化等、経営体質強化に向け、さらなる経営健全化の取組推進を図る。
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４ 行政連携団体に求められること

（１）事業・経営改善について

①行政連携団体は、行政の補完・代替機能を有し、機動的かつ弾力的に

行政目的を達成するための有効な手段として公益的・公共的事業の役割を

果たすため設立されたものであることに鑑み、その社会的使命や役割を踏

まえた事業を主体的に企画・推進する。

②県からの補助金・委託金等については、県の財政支援に過度に依存しない

財務体質を確立し、自立を促進するため、事業の必要性、効果、コストの妥当

性等を十分検証した上で、適正化に努める。

③経営の効率化を進め、黒字基調の健全な経営を目指す。また、経営状態が

安定している団体にあっても、今後の社会経済情勢等の変化にも対応でき

るよう、経費削減や増収策など、更なる経営改善に取り組む。

④役職員数の適正化に努めるとともに、新たな業務への対応については、既存

事業の見直しや事務処理方法の改善を行うとともに、職員の採用について

は、事業効果や事業期間を検証し慎重に対応する。また、給与の見直しなど

による人件費の更なる抑制、組織機構のスリム化等不断の見直しを行う。

⑤一定の役割を終えた団体や経営が悪化している団体については、「廃止」や

「統廃合」なども含め、抜本的対策を行う。

⑥「公の施設」の指定管理者となっている団体については、団体の特性を活か

しながら、管理コストや組織の適正化、さらには企画力やサービスの質の向

上など、さらなる経営体質の改善に取り組む。

⑦団体の自主財源を確保するため、収益事業を展開するほか、国の公募的資

金や賛助会費、寄附金など収入の拡大に向けた取組みを積極的に進める

とともに、国等から新たな委託業務を獲得するなど、自立に向けた経営努力

も併せて行う。

（２）議会や県民への説明責任（地方自治法施行令第百五十二条第三項）

地方自治法施行令により、団体は、長の調査権の対象となる法人等及び、

長が議会に経営状況の報告を要する対象となる法人等とされていることから、

今後も議会への報告はもとより、県民にもその状況を積極的に説明する。

（３）情報公開の更なる推進
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県では、団体の経営状況や進捗状況等について、県ホームページ等を活用

し、県民に分かりやすい情報提供に努めているところであるが、各団体におい

ても、その設立や運営が県民の負担によってなされていることから、団体の透

明性の確保や県民に対する説明責任が課せられていることを理解し、積極的

に情報公開を行う。なお、情報公開を行うにあたっては、自らの存在価値をより

一層発揮するため、全ての団体が法令上公表を求められている財務状況や役

員名簿などの情報、各団体の活動状況や事業実績について、ホームページを

活用したわかりやすい積極的な広報を行う。

4



H28 H29 H30

①インターネット安全教室の開催　(単位：回) 3 8 10 12

①検索サイト「徳島　イベント」キーワード検索順位　(とくしまポー
タル)

1 1 1 1

①とくしまポータルサイトの１日あたりアクセス数　(単位：件) 540 600 700 800

①高等教育機関等への調査・研究事業助成件数　(単位：件) 3 5 5 5

②賛助会員数・法人会員　（単位：法人) 86 90 95 100

②賛助会員数・個人会員　（単位：個人) 76 80 90 100

①指定管理事業 ３館 入館者数　(単位：人) 474,000 475,000 476,000 477,000

②あわぎんホール利用料収入　(単位：千円) 86,200 87,200 88,200 89,200

①廃棄物適正処理推進事業の充実強化　(単位：件・累積) 2 3 6 10

①アセットマネジメントによる水処理施設の長寿命化・長寿命化
計画の策定

調査 計画策定 推進 推進

②施設の大規模改修に備えた資金の確保・資本収支の増額
(単位：百万円)

600 700 850 1,000

①助成件数の増加　(単位：件) 72 80 83 86

②管理費削減　(単位：千円) 1,072 857 857 857

①障害児入所施設「未来」の利用者受け入れ　(単位：人・累積) 44 46 48 50

②出張スポーツ教室の開催　(単位：回) 74 77 80 83

②手話通訳者等の養成　(単位：人) 177 180 183 186

①啓発活動への参加者数　(単位：人) 1,500 1,700 1,800 1,900

②寄附金・賛助会費収入　(単位：千円) 158 300 450 550

①シルバー大学校大学院における資格取得者数　(単位：人) 1,111 1,170 1,265 1,360

①県健康福祉祭等のスポーツ及び文化交流大会等の参加者数
(単位：人)

3,725 4,200 4,400 4,600

②生きがいづくり推進員の活動延べ人数　(単位：人) 1,592 1,850 1,900 1,950

②情報誌の販売収入の増加　(単位：千円) 126 136 146 156

①よろず支援拠点相談件数　(単位：件・累計) 4,593 4,500 9,000 13,500

①あったかビジネス支援認定件数　(単位：件・累計) 193 215 230 260

②総合支援連絡会議等の開催件数　(単位：件) 6 8 9 10

①SOHOプレイス入居件数　(単位：件) 9 10 10 10

②人材養成事業　(単位：人) 32 50 80 100

①「工芸村ミュージックフェスタ」参加人数　(単位：人) 500 1,000 1,200 1,500

②年度黒字の達成　(単位：千円) 1,932 2,000 10,000 10,000

①コンベンション参加者数　(単位：人) 92,201 120,000 125,000 125,000

②会費収入の増加　(単位：千円) 7,215,028 7,412,000 7,610,000 7,610,000

②広告料収入の増加　(単位：千円) 5,529,946 5,654,000 5,780,000 5,780,000

①とくしま外国人支援ネットワーク会員数　(単位：人) 251 270 300 330

①国際理解講師派遣件数　(単位：件) 40 50 60 70

②会費収入　(単位：千円) 264 276 288 300

①利用者数　(単位：人) 49,123 44,000 44,000 43,000

②収入　(単位：千円) 322,612 314,300 314,300 310,300

①担い手農家（法人）への農地転貸面積　(単位：ha) 86 500 500 500

①商談成約額　(単位：千円) 0 100,000 150,000 200,000

②一般正味財産期末残高　(単位：千円) 6,400 6,400 6,400 6,400

①大型アワビ種苗の配布個数　(単位：千個) 74 80 90 100

①県委託金の削減　(単位：千円) 159,821 151,640 131,154 118,299

②本部業務の事業費　(単位：千円) 13,202 13,800 13,800 13,800

②職員の削減（加島事業場の正規職員数）　(単位：人) 8 6 6 5

①新規林業就業者数　(単位：人・H17̃累計) 266 291 316 346

②経常費用に占める管理費率　(単位：%) 15 15 15 15

地方創生・経営健全化計画で取り組む重点取組目標と数値目標

数値目標

重点取組目標団　　体　　名Ｎo H27実績

徳島工芸村(株)10

13 (株）コート・ベール徳島

3

7 (公財)とくしま“あい”ランド推進協議会

12

16

(公財)徳島県農業開発公社

4 (公財)徳島県福祉基金

(福)徳島県社会福祉事業団

6

(公財)徳島県国際交流協会

9

11

(公財)徳島県林業労働力確保支援センター

1 (公財)ｅ－とくしま推進財団

2

(一財)徳島県環境整備公社

5

(公財)徳島県文化振興財団

(公財)とくしま移植医療推進財団

(公財)とくしま産業振興機構8

14

(株)徳島健康科学総合センター

(公財)徳島県水産振興公害対策基金15

(一財)徳島県観光協会
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H28 H29 H30

地方創生・経営健全化計画で取り組む重点取組目標と数値目標

数値目標

重点取組目標団　　体　　名Ｎo H27実績

①新たな森林づくりによる経営規模の拡大(単位：ha) 1,845 2,036 2,227 2,418

①県産材の生産量(単位：m3) 30,774 35,000 39,000 42,000

②分収林の取得面積(単位：ha） 935 1,348 1,761 2,174

②分収林の契約変更割合(単位：%） 78.74 79.39 80.04 80.69

①受託支援対象市町村数　(単位：件) 4 5 6 8

①防災エキスパート登録者数　(単位：人) 90 100 105 110

②受託事業収入の確保　(単位：千円) 179,250 166,979 205,420 224,660

①受託事業に係る用地買収面積　(単位：m2） 62,475 69,000 81,000 81,000

②受託事業収入　(単位：千円) 76,742 88,000 100,000 100,000

①空き家判定業務　(単位：件) 0 1,075 1,075 1,075

②空き家判定業務・収益　(単位：千円) 0 2,240 2,240 2,240

①DMVの導入に向け協議会の開催　(単位：回) - 1 1 1

②乗客人員　(単位：人) 44,377 45,000 46,000 47,000

①乗降客数の増加　(単位：人) 1,006,181 1,007,000 1,008,000 1,010,000

②チャーター便の増加　(単位：便) 17 17 18 20

①地域インフラの適正管理に係る貢献　(単位：件) 12 14 14 14

②民間業務等の受注確保　(単位：件) 11 8 8 8

①ホームページアクセス件数　(単位：件) 21,000 25,000 25,000 25,000

②埋蔵文化財総合センター利用者数の増加　(単位：人) 9,010 8,000 8,200 8,500

①不当要求防止責任者講習の積極的推進　(単位：人) 471 500 500 500

②寄付金及び賛助金の獲得　(単位：千円) 6,038 6,000 6,000 6,000

注）①は「事業分野」、②は「経営分野」における重点取組目標

24

阿佐海岸鉄道（株）

徳島空港ビル（株）

徳島ハイウェイサービス（株）

(公財)徳島県埋蔵文化財センター

21

(公財)徳島県暴力追放県民センター25

徳島県土地開発公社19

22

23

徳島県住宅供給公社20

(公財)徳島県建設技術センター18

(公社)徳島森林づくり推進機構17
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興
課
(
公
財
)
徳
島
県
文
化
振
興
財
団

Ｈ
９
郷
土
文
化
会
館
、
文
学
書
道
館
及
び
阿
波
十
郎
兵
衛
屋
敷
の
管
理
運
営
、
文

化
振
興
、
文
化
活
動
へ
の
助
成
等

徳
島
市
藍
場
町
２
-
１
４

9
0
1
,
0
0
0
1
,
0
4
0
,
6
2
0
8
6
.
5
8
%

3
県
民
環
境
部
環
境
指
導
課
(
一
財
)
徳
島
県
環
境
整
備
公
社

Ｈ
２
廃
棄
物
の
処
理
及
び
情
報
収
集
・
提
供

松
茂
町
豊
久
字
朝
日
野
６
番
の
地
先

1
3
,
1
1
0

2
4
,
0
0
0
5
4
.
6
3
%

4
保
健
福
祉
部
地
域
福
祉
課
(
公
財
)
徳
島
県
福
祉
基
金

Ｓ
５
７
社
会
福
祉
団
体
へ
の
助
成

徳
島
市
中
昭
和
町
１
-
２

8
8
5
,
0
0
0
1
,
2
3
7
,
8
2
9
7
1
.
5
0
%

5
保
健
福
祉
部
地
域
福
祉
課
(
福
)
徳
島
県
社
会
福
祉
事
業
団

Ｓ
４
７
社
会
福
祉
施
設
の
設
置
経
営

徳
島
市
西
新
浜
町
２
－
３
－
７
８

1
0
,
0
0
0

1
0
,
0
0
0
1
0
0
.
0
0
%

6
保
健
福
祉
部
医
療
政
策
課
(
公
財
)
と
く
し
ま
移
植
医
療
推
進
財
団

Ｓ
６
２
臓
器
移
植
に
関
す
る
普
及
啓
発
等

徳
島
市
住
吉
４
－
１
１
－
１
０

1
5
,
0
0
0

4
5
,
0
0
0
3
3
.
3
3
%

7
保
健
福
祉
部
長
寿
い
き
が
い
課
(
公
財
)
と
く
し
ま
“
あ
い
”
ラ
ン
ド
推
進
協
議
会

Ｈ
１
長
寿
社
会
に
関
す
る
啓
発
、
高
齢
者
の
生
き
が
い
づ
く
り

徳
島
市
中
昭
和
町
１
－
２

6
8
,
0
1
9
1
2
0
,
5
6
0
5
6
.
4
2
%

8
商
工
労
働
観
光
部
商
工
政
策
課
(
公
財
)
と
く
し
ま
産
業
振
興
機
構

Ｈ
１
３
資
金
調
達
の
支
援
、
創
業
、
経
営
革
新
、
販
路
開
拓
等

徳
島
市
南
末
広
町
５
－
８
－
８

6
,
0
0
0

9
,
5
0
0
6
3
.
1
6
%

9
商
工
労
働
観
光
部
商
工
政
策
課
(
株
)
徳
島
健
康
科
学
総
合
セ
ン
タ
ー

Ｈ
１
新
規
創
業
の
促
進
、
支
援
等

徳
島
市
川
内
町
平
石
住
吉
２
０
９
－
５
7
3
0
,
0
0
0
1
,
8
4
9
,
2
0
0
3
9
.
4
8
%

1
0
商
工
労
働
観
光
部
観
光
政
策
課
徳
島
工
芸
村
(
株
)

Ｈ
３
不
動
産
の
賃
貸
・
管
理

徳
島
市
山
城
町
東
浜
傍
示
１

2
5
0
,
0
0
0
6
3
0
,
0
0
0
3
9
.
6
8
%

1
1
商
工
労
働
観
光
部
観
光
政
策
課
(
一
財
)
徳
島
県
観
光
協
会

Ｓ
４
３
観
光
客
の
誘
致
促
進
、
観
光
地
の
宣
伝
・
情
報
提
供
等

徳
島
市
山
城
町
東
浜
傍
示
１

5
,
0
0
0

1
5
,
0
0
0
3
3
.
3
3
%

1
2
商
工
労
働
観
光
部
国
際
企
画
課
(
公
財
)
徳
島
県
国
際
交
流
協
会

Ｈ
２
国
際
交
流
の
推
進
に
よ
る
地
域
の
活
性
化

徳
島
市
寺
島
本
町
西
１
－
６
１

5
0
0
,
0
0
0
5
4
3
,
8
0
0
9
1
.
9
5
%

1
3
商
工
労
働
観
光
部
に
ぎ
わ
い
づ
く
り
課
(
株
）
コ
ー
ト
・
ベ
ー
ル
徳
島

Ｈ
５
ゴ
ル
フ
場
の
運
営

阿
南
市
那
賀
川
町
み
ど
り
台

3
,
1
7
6
,
9
0
0
5
,
0
5
5
,
6
0
0
6
2
.
8
4
%

1
4
農
林
水
産
部
農
業
基
盤
課
(
公
財
)
徳
島
県
農
業
開
発
公
社

Ｓ
４
６
農
地
、
採
草
放
牧
地
の
売
買
・
賃
借
、
農
業
の
担
い
手
育
成
、
農
業
の
生

産
・
流
通
・
販
売
の
総
合
的
支
援

徳
島
市
北
佐
古
一
番
５
－
１
２

1
,
0
0
0

1
,
0
0
0
1
0
0
.
0
0
%

1
5
農
林
水
産
部
水
産
振
興
課
(
公
財
)
徳
島
県
水
産
振
興
公
害
対
策
基
金

Ｓ
５
１
漁
業
の
振
興
に
関
す
る
事
業

徳
島
市
東
沖
洲
２
-
１
３

2
,
0
6
6
,
0
0
0
2
,
4
9
2
,
0
0
0
8
2
.
9
1
%

1
6
農
林
水
産
部
林
業
戦
略
課
(
公
財
)
徳
島
県
林
業
労
働
力
確
保
支
援
セ
ン
タ
ー

Ｈ
３
林
業
労
働
者
の
育
成
確
保

徳
島
市
か
ち
ど
き
橋
１
－
４
１

3
2
5
,
0
0
0
5
0
0
,
0
0
0
6
5
.
0
0
%

1
7
農
林
水
産
部
林
業
戦
略
課
(
公
社
)
徳
島
森
林
づ
く
り
推
進
機
構

Ｓ
４
１
分
収
林
の
造
成
に
よ
る
林
業
振
興

徳
島
市
川
内
町
平
石
住
吉
２
０
９
－
５

0
0
0
.
0
0
%

1
8
県
土
整
備
部
県
土
整
備
政
策
課
(
公
財
)
徳
島
県
建
設
技
術
セ
ン
タ
ー

Ｓ
４
９
土
木
工
事
設
計
、
県
単
小
規
模
事
業
の
調
査
・
測
量
、
都
市
公
園
等
管
理
運

営
・
整
備
、
緑
化
事
業
推
進
、
下
水
道
推
進

徳
島
市
川
内
町
平
石
住
吉
２
０
９
－
５

2
5
,
0
0
0

3
5
,
5
0
0
7
0
.
4
2
%

1
9
県
土
整
備
部
用
地
対
策
課
徳
島
県
土
地
開
発
公
社

Ｓ
４
８
公
用
地
、
公
共
用
地
の
取
得
、
管
理
、
処
分

徳
島
市
川
内
町
平
石
住
吉
２
０
９
－
５

1
0
,
0
0
0

1
0
,
0
0
0
1
0
0
.
0
0
%

2
0
県
土
整
備
部
住

宅
課
徳
島
県
住
宅
供
給
公
社

Ｓ
４
０
分
譲
住
宅
事
業
、
宅
地
造
成
事
業
、
住
宅
管
理
事
業
等

徳
島
市
川
内
町
平
石
住
吉
２
０
９
－
５

3
0
,
0
0
0

3
0
,
0
0
0
1
0
0
.
0
0
%

2
1
県
土
整
備
部
次
世
代
交
通
課
阿
佐
海
岸
鉄
道
（
株
）

Ｓ
６
３
鉄
道
事
業

海
陽
町
大
字
宍
喰
浦
字
正
梶
２
２
－
１

3
5
,
0
0
0
1
0
0
,
0
0
0
3
5
.
0
0
%

2
2
県
土
整
備
部
次
世
代
交
通
課
徳
島
空
港
ビ
ル
（
株
）

Ｓ
４
０
徳
島
空
港
ビ
ル
の
管
理
運
営

松
茂
町
豊
久
字
朝
日
野
１
６
－
２

6
4
4
,
0
0
0
1
,
6
1
3
,
0
0
0
3
9
.
9
3
%

2
3
県
土
整
備
部
次
世
代
交
通
課
徳
島
ハ
イ
ウ
ェ
イ
サ
ー
ビ
ス
（
株
）

Ｓ
５
９
本
四
連
絡
道
路
料
金
徴
収
、
維
持
作
業

徳
島
市
南
末
広
町
６
-
５
０

5
,
8
5
0

1
4
,
0
0
0
4
1
.
7
9
%

2
4
教
育
委
員
会
教
育
文
化
課
(
公
財
)
徳
島
県
埋
蔵
文
化
財
セ
ン
タ
ー

Ｈ
１
埋
蔵
文
化
財
の
調
査
研
究
、
出
土
し
た
文
化
財
の
整
理
・
保
存
等

板
野
町
犬
伏
字
平
山
８
６
－
２

1
0
,
0
0
0

1
0
,
0
0
0
1
0
0
.
0
0
%

2
5
警
察
本
部
警
察
本
部
(
公
財
)
徳
島
県
暴
力
追
放
県
民
セ
ン
タ
ー

Ｈ
４
暴
力
団
排
除
活
動
の
推
進

徳
島
市
沖
浜
東
２
－
１
２
－
１

5
0
0
,
0
0
0
6
7
7
,
5
6
0
7
3
.
7
9
%

計
1
0
,
2
2
1
,
8
7
9
1
6
,
0
9
4
,
1
6
9
6
3
.
5
1
%

7



行
政
連
携
団
体
の
「
経
営
改
善
計
画
」

計
　
　
　
画
　
　
　
名
　
　
　
称

策
定
年
月
計
画
年
数
推
進
期
間

1
政
策
創
造
部
地
域
振
興
課
(
公
財
)
e
-
と
く
し
ま
推
進
財
団
　

(
公
財
)
ｅ
－
と
く
し
ま
推
進
財
団
経
営
改
善
計
画

平
成
2
5
年
5
月
３
年
間
平
成
2
5
～
2
7
年
度

2
県
民
環
境
部
と
く
し
ま
文
化
振
興
課
(
公
財
)
徳
島
県
文
化
振
興
財
団

(
公
財
)
徳
島
県
文
化
振
興
財
団
中
期
経
営
改
善
計
画

平
成
2
5
年
5
月
３
年
間
平
成
2
5
～
2
7
年
度

3
県
民
環
境
部
環
境
指
導
課
(
一
財
)
徳
島
県
環
境
整
備
公
社

(
一
財
)
徳
島
県
環
境
整
備
公
社
　
第
三
次
経
営
改
善
計
画

平
成
2
5
年
6
月
３
年
間
平
成
2
5
～
2
7
年
度

4
保
健
福
祉
部
地
域
福
祉
課
(
公
財
)
徳
島
県
福
祉
基
金

(
公
財
)
徳
島
県
福
祉
基
金
経
営
改
善
計
画

平
成
2
5
年
5
月
３
年
間
平
成
2
5
～
2
7
年
度

5
保
健
福
祉
部
地
域
福
祉
課
(
福
)
徳
島
県
社
会
福
祉
事
業
団

(
福
)
徳
島
県
社
会
福
祉
事
業
団
経
営
改
善
計
画

平
成
2
5
年
5
月
３
年
間
平
成
2
5
～
2
7
年
度

6
保
健
福
祉
部
医
療
政
策
課
(
公
財
)
と
く
し
ま
移
植
医
療
推
進
財
団

(
公
財
)
と
く
し
ま
移
植
医
療
推
進
財
団
問
題
解
決
プ
ラ
ン
（
第
３
期
）
平
成
2
5
年
5
月
３
年
間
平
成
2
5
～
2
7
年
度

7
保
健
福
祉
部
長
寿
い
き
が
い
課
(
公
財
)
と
く
し
ま
“
あ
い
”
ラ
ン
ド
推
進
協
議
会
(
公
財
)
と
く
し
ま
“
あ
い
”
ラ
ン
ド
推
進
協
議
会
 
第
３
期
運
営
改
善
プ
ラ
ン
平
成
2
6
年
3
月
３
年
間
平
成
2
6
～
2
8
年
度

8
商
工
労
働
観
光
部
商
工
政
策
課
(
公
財
)
と
く
し
ま
産
業
振
興
機
構

(
公
財
)
と
く
し
ま
産
業
振
興
機
構
経
営
改
善
計
画
（
Ⅲ
期
）

平
成
2
5
年
5
月
３
年
間
平
成
2
5
～
2
7
年
度

9
商
工
労
働
観
光
部
商
工
政
策
課
(
株
)
徳
島
健
康
科
学
総
合
セ
ン
タ
ー

(
株
)
徳
島
健
康
科
学
総
合
セ
ン
タ
ー
経
営
改
善
計
画

平
成
2
5
年
5
月
３
年
間
平
成
2
5
～
2
7
年
度

1
0
商
工
労
働
観
光
部
観
光
政
策
課
徳
島
工
芸
村
(
株
)

徳
島
工
芸
村
(
株
)
第
３
次
経
営
改
善
計
画

平
成
2
5
年
6
月
３
年
間
平
成
2
5
～
2
7
年
度

1
1
商
工
労
働
観
光
部
観
光
政
策
課
(
一
財
)
徳
島
県
観
光
協
会

(
財
)
徳
島
県
観
光
協
会
経
営
健
全
化
計
画

平
成
2
7
年
3
月
３
年
間
平
成
2
7
～
2
9
年
度

1
2
商
工
労
働
観
光
部
国
際
企
画
課
(
公
財
)
徳
島
県
国
際
交
流
協
会

(
公
財
)
徳
島
県
国
際
交
流
協
会
　
第
３
期
経
営
計
画

平
成
2
5
年
5
月
３
年
間
平
成
2
5
～
2
7
年
度

1
3
商
工
労
働
観
光
部
に
ぎ
わ
い
づ
く
り
課
(
株
）
コ
ー
ト
・
ベ
ー
ル
徳
島

(
株
）
コ
ー
ト
・
ベ
ー
ル
徳
島
ゴ
ル
フ
ク
ラ
ブ
経
営
見
通
し

平
成
2
5
年
6
月
３
年
間
平
成
2
5
～
2
7
年
度

1
4
農
林
水
産
部
農
業
基
盤
課
(
公
財
)
徳
島
県
農
業
開
発
公
社

(
公
財
)
徳
島
県
農
業
開
発
公
社
経
営
改
善
計
画

平
成
2
5
年
5
月
３
年
間
平
成
2
5
～
2
7
年
度

1
5
農
林
水
産
部
水
産
振
興
課
(
公
財
)
徳
島
県
水
産
振
興
公
害
対
策
基
金
(
公
財
)
徳
島
県
水
産
振
興
公
害
対
策
基
金
問
題
解
決
プ
ラ
ン

平
成
2
5
年
6
月
３
年
間
平
成
2
5
～
2
7
年
度

1
6
農
林
水
産
部
林
業
戦
略
課
(
公
財
)
徳
島
県
林
業
労
働
力
確
保
支
援
セ
ン
タ
ー
(
公
財
)
徳
島
県
林
業
労
働
力
確
保
支
援
セ
ン
タ
ー
第
３
期
経
営
改
善
計
画
平
成
2
5
年
5
月
３
年
間
平
成
2
5
～
2
7
年
度

1
7
農
林
水
産
部
林
業
戦
略
課
(
公
社
)
徳
島
森
林
づ
く
り
推
進
機
構

(
社
)
徳
島
県
林
業
公
社
経
営
改
善
計
画
(
第
２
期
)
問
題
解
決
プ
ラ
ン
平
成
2
4
年
5
月
９
年
間
平
成
2
4
～
3
2
年
度

1
8
県
土
整
備
部
県
土
整
備
政
策
課
(
公
財
)
徳
島
県
建
設
技
術
セ
ン
タ
ー

(
公
財
)
徳
島
県
建
設
技
術
セ
ン
タ
ー
経
営
改
善
計
画
（
第
三
次
）
平
成
2
5
年
6
月
３
年
間
平
成
2
5
～
2
7
年
度

1
9
県
土
整
備
部
用
地
対
策
課
徳
島
県
土
地
開
発
公
社

徳
島
県
土
地
開
発
公
社
　
第
三
期
経
営
改
善
計
画

平
成
2
6
年
6
月
５
年
間
平
成
2
6
～
3
0
年
度

2
0
県
土
整
備
部
住

宅
課
徳
島
県
住
宅
供
給
公
社

徳
島
県
住
宅
供
給
公
社
経
営
改
善
計
画
（
第
三
次
）

平
成
2
7
年
1
1
月
３
年
間
平
成
2
7
～
2
9
年
度

2
1
県
土
整
備
部
次
世
代
交
通
課
阿
佐
海
岸
鉄
道
（
株
）

阿
佐
海
岸
鉄
道
（
株
）
新
経
営
計
画

平
成
2
4
年
3
月
５
年
間
平
成
2
4
～
2
8
年
度

2
2
県
土
整
備
部
次
世
代
交
通
課
徳
島
空
港
ビ
ル
（
株
）

徳
島
空
港
ビ
ル
（
株
）
経
営
改
善
計
画

平
成
2
5
年
3
月
３
年
間
平
成
2
5
～
2
7
年
度

2
3
県
土
整
備
部
次
世
代
交
通
課
徳
島
ハ
イ
ウ
ェ
イ
サ
ー
ビ
ス
（
株
）

徳
島
ハ
イ
ウ
ェ
イ
サ
ー
ビ
ス
（
株
）
経
営
改
善
計
画
（
第
三
次
）
平
成
2
7
年
3
月
３
年
間
平
成
2
7
～
2
9
年
度

2
4
教
育
委
員
会
教
育
文
化
課
(
公
財
)
徳
島
県
埋
蔵
文
化
財
セ
ン
タ
ー

(
公
財
)
徳
島
県
埋
蔵
文
化
財
セ
ン
タ
ー
運
営
改
善
計
画

平
成
2
5
年
6
月
３
年
間
平
成
2
5
～
2
7
年
度

2
5
警
察
本
部
警
察
本
部
(
公
財
)
徳
島
県
暴
力
追
放
県
民
セ
ン
タ
ー
(
公
財
)
徳
島
県
暴
力
追
放
県
民
セ
ン
タ
ー
経
営
改
善
計
画

平
成
2
5
年
5
月
３
年
間
平
成
2
5
～
2
7
年
度

平
成
２
８
年
４
月
１
日
時
点

Ｎ
o
部
　
名

所
 
属
 
名

団
　
　
体
　
　
名

経
営
改
善
計
画
の
名
称
・
策
定
年
月
・
計
画
年
数
等
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行
政
連
携
団
体
の
人
員
体
制
と
財
務
状
況

平
成
２
７
年
度
決
算
数
値
（
平
成
２
８
年
３
月
３
１
日
決
算
）

（
単
位
：
千
円
）

1
(公
財
)ｅ
-
と
く
し
ま
推
進
財
団

1
2
(1
)

3
4
8
,9
9
1

△
 1
,4
0
0
  
  
  
  
 -

5
3

4
7
,7
4
8

8
,7
0
2

3
9
,0
4
5

2
(公
財
)徳
島
県
文
化
振
興
財
団

1
0
(1
)

1
8

6
9
6
,0
1
6

1
1
,8
2
3
  
  
  
  
 -

4
,4
2
3

1
,5
4
9
,5
3
9

1
1
3
,1
0
4

1
,4
3
6
,4
3
5

3
(一
財
)徳
島
県
環
境
整
備
公
社

1
7
(1
)

9
9
1
8
,7
8
8

2
6
4
,8
9
4
  
  
  
  
 -

5
6
,7
4
8

3
,6
7
8
,5
8
0

1
,5
5
4
,7
4
3

2
,1
2
3
,8
3
7

4
(公
財
)徳
島
県
福
祉
基
金

1
1
(0
)

0
1
4
,5
5
1

1
,1
3
1
  
  
  
  
 -

0
1
,2
5
2
,1
3
0

1
4

1
,2
5
2
,1
1
7

5
(福
)徳
島
県
社
会
福
祉
事
業
団

8
(1
)

5
7

9
2
1
,1
8
8

△
 1
9
,7
1
1
  
  
  
  
 -

7
3
,0
5
0

2
,4
2
2
,8
3
6

1
7
9
,0
1
1

2
,2
4
3
,8
2
5

6
(公
財
)と
く
し
ま
移
植
医
療
推
進
財
団

1
4
(0
)

0
1
,5
1
4

△
 4
7
6
  
  
  
  
 -

0
4
7
,2
4
6

0
4
7
,2
4
6

7
(公
財
)と
く
し
ま
“
あ
い
”
ラ
ン
ド
推
進
協
議
会

1
7
(2
)

4
1
3
1
,8
1
2

△
 1
,5
8
6
  
  
  
  
 -

1
,7
9
1

1
2
6
,3
8
9

1
,5
4
8

1
2
4
,8
4
1

8
(公
財
)と
く
し
ま
産
業
振
興
機
構

1
4
(2
)

2
1

1
,1
7
5
,0
3
1

1
9
,6
4
2
  
  
  
  
 -

7
7
0
5
1
,8
7
5
,8
4
3
5
0
,6
4
6
,0
7
1

1
,2
2
9
,7
7
2

9
(株
)徳
島
健
康
科
学
総
合
セ
ン
タ
ー

1
7
(2
)

4
8
2
,8
8
2

9
,0
2
5

7
,7
8
3

9
,4
0
8

9
4
2
,3
6
2

1
8
,5
2
7

9
2
3
,8
3
5

1
0
徳
島
工
芸
村
(株
)

8
(0
)

0
6
4
,1
7
6

2
,2
5
4

1
,9
3
2

1
4
,1
6
0

3
9
2
,0
4
1

1
7
,0
1
2

3
7
5
,0
2
9

1
1
(一
財
)徳
島
県
観
光
協
会

1
4
(1
)

1
0

7
4
8
,5
2
0

6
,7
4
5
  
  
  
  
 -

2
,6
4
5

8
1
3
,3
0
9

1
7
2
,2
5
4

6
4
1
,0
5
5

1
2
(公
財
)徳
島
県
国
際
交
流
協
会

1
4
(2
)

1
5
3
,2
1
7

△
 1
8
2
  
  
  
  
 -

5
4

5
7
6
,9
9
5

5
4
,0
8
1

5
2
2
,9
1
5

1
3
(株
)コ
ー
ト
・
ベ
ー
ル
徳
島

7
(2
)

5
3
1
5
,4
1
0

6
0
,0
2
0

4
1
,6
8
7

9
,0
3
3

1
,3
2
9
,7
1
6

9
1
1
,8
9
3

4
1
7
,8
2
3

1
4
(公
財
)徳
島
県
農
業
開
発
公
社

1
1
(1
)

0
7
0
,1
3
4

△
 4
,5
0
1
  
  
  
  
 -

9
2

5
9
,1
3
0

5
1
,6
9
5

7
,4
3
4

1
5
(公
財
)徳
島
県
水
産
振
興
公
害
対
策
基
金

1
1
(1
)

6
1
8
7
,2
1
6

7
,0
3
5
  
  
  
  
 -

0
3
,5
9
7
,1
7
7

3
9
,3
7
4

3
,5
5
7
,8
0
3

1
6
(公
財
)徳
島
県
林
業
労
働
力
確
保
支
援
セ
ン
タ
ー
1
0
(0
)

0
1
9
,9
1
0

3
4
5
  
  
  
  
 -

0
5
1
0
,1
0
3

9
,9
6
4

5
0
0
,1
3
9

1
7
(公
社
)徳
島
森
林
づ
く
り
推
進
機
構

1
8
(3
)

1
1

1
,0
4
2
,4
2
8

8
5
,3
6
2
  
  
  
  
 -

2
2
,0
2
6
2
0
,0
4
4
,0
5
6
1
9
,0
9
2
,2
2
5

9
5
1
,8
3
1

1
8
(公
財
)徳
島
県
建
設
技
術
セ
ン
タ
ー

6
(2
)

1
2

5
7
3
,1
3
1

△
 2
5
,8
0
9
  
  
  
  
 -

5
,0
3
2

6
8
4
,1
6
2

2
2
1
,7
5
9

4
6
2
,4
0
3

1
9
徳
島
県
土
地
開
発
公
社

8
(2
)

5
1
7
6
,6
8
1

△
 1
5
,5
7
5

△
 1
5
,5
7
5

2
5
8

7
8
0
,1
0
0

3
0
9
,1
1
1

4
7
0
,9
8
9

2
0
徳
島
県
住
宅
供
給
公
社

8
(2
)

4
3
6
0
,0
2
8

△
 9
,6
0
6

△
 1
0
,3
4
9

1
,1
6
3

8
8
6
,3
0
6

7
4
9
,8
7
9

1
3
6
,4
2
7

2
1
阿
佐
海
岸
鉄
道
（
株
）

1
0
(1
)

1
0

1
5
,1
3
9

△
 6
5
,4
9
1

△
 5
,3
7
6

2
,8
4
9

3
7
,4
3
9

6
,3
2
2

3
1
,1
1
7

2
2
徳
島
空
港
ビ
ル
（
株
）

1
5
(3
)

9
6
0
8
,4
6
0

3
4
,1
2
2

2
0
,4
4
4

1
3
6
,8
8
3

3
,1
4
9
,1
6
7

5
7
0
,8
1
4

2
,5
7
8
,3
5
3

2
3
徳
島
ハ
イ
ウ
ェ
イ
サ
ー
ビ
ス
（
株
）

1
0
(3
)

2
2

2
4
5
,3
2
3

1
0
,3
2
7

7
,2
8
4

2
,8
9
7

3
0
2
,0
1
4

1
5
,3
0
2

2
8
6
,7
1
2

2
4
(公
財
)徳
島
県
埋
蔵
文
化
財
セ
ン
タ
ー

1
1
(2
)

1
6

3
1
8
,8
2
5

0
  
  
  
  
 -

0
1
8
3
,8
2
1

1
7
0
,7
9
1

1
3
,0
3
1

2
5
(公
財
)徳
島
県
暴
力
追
放
県
民
セ
ン
タ
ー

1
4
(1
)

0
1
2
,3
4
0

△
 2
4
7
  
  
  
  
 -

0
7
0
9
,0
2
1

1
3
1

7
0
8
,8
9
0

　
　
　
　
　
　
合
　
　
　
　
計

2
9
5
(3
6
)

2
2
7

8
,8
0
1
,7
1
1

3
6
8
,1
4
1

4
7
,8
3
0

3
4
3
,3
3
5
9
5
,9
9
7
,2
3
0
7
4
,9
1
4
,3
2
7
2
1
,0
8
2
,9
0
4

（
注
）
役
員
欄
は
役
員
総
数
で
あ
り
、
評
議
員
は
含
め
な
い
。
（
　
）
内
書
き
は
常
勤
の
役
員
数
。
職
員
欄
は
常
勤
正
職
員
数
を
記
載
。
H
2
8
.
4
.
1
時
点
の
数
値
。

貸
借
対
照
表
（
Ｂ
Ｓ
）

当
期
収
入
額

又
は
売
上
高

経
常
利
益
又
は

当
期
正
味
財
産
増

加
額

当
期
利
益

減
価
償
却
費

資
産
合
計

負
債
合
計
資
本
合
計
又
は

正
味
財
産

人
員
体
制

役
員
数
職
員
数

N
o

団
　
　
体
　
　
名

正
味
財
産
増
減
計
算
書
（
損
益
計
算
書
Ｐ
Ｌ
）
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主
な
事
業
計
画
項
目
と
目
標
数
値

主
な
事
業
計
画
項
目

Ｈ
２
７
年
度
実
績
値

Ｈ
２
７
年
度
目
標
数
値

1
(
公
財
)
ｅ
－
と
く
し
ま
推
進
財
団

公
募
事
業
の
獲
得
、
会
費
収
入
の
拡
大
な
ど
自
主
財
源
の
確
保

受
託
事
業
 1
2
,2
1
8
千
円
　
会
費
 6
,0
3
0
千
円

受
託
事
業
 1
6
,4
7
4
千
円
　
会
費
 7
,0
0
0
千
円

2
(
公
財
)
徳
島
県
文
化
振
興
財
団

郷
土
文
化
会
館
、
文
学
書
道
館
の
利
用
者
の
確
保
、
文
化
事
業
の
充
実

年
間
利
用
者
数
 （
郷
文
）
4
0
.0
万
人
 （
文
学
書
道
館
）
4
.8
万
人
年
間
利
用
者
数
 （
郷
文
）
3
6
.7
万
人
 （
文
学
書
道
館
）
4
.6
万
人

3
(
一
財
)
徳
島
県
環
境
整
備
公
社

①
沖
洲
処
分
場
の
早
期
安
定
化
の
推
進

②
廃
棄
物
適
正
処
理
推
進
事
業
の
推
進

①
沖
洲
処
分
場
早
期
安
定
化
に
係
る
連
絡
会
議
に
お
い

て
廃
止
に
つ
い
て
の
協
議

②
2
件

①
廃
止
基
準
を
踏
ま
え
た
安
定
化
に
取
り
組
む

②
事
業
の
利
用
拡
大
を
図
る

4
(
公
財
)
徳
島
県
福
祉
基
金

助
成
事
業
の
見
直
し
、
基
本
財
産
の
管
理
運
用

助
成
額
 1
3
,0
2
5
千
円
、
基
本
財
産
運
用
収
入
 1
4
,5
5
1
千
円
安
全
か
つ
安
定
し
た
基
金
の
管
理
運
用
に
よ
り
、
基
本
財
産
運
用
収
入
を
確
保

5
(
福
)
徳
島
県
社
会
福
祉
事
業
団

「
未
来
」
等
社
会
福
祉
事
業
の
経
営
、
指
定
管
理
等
公
益
事
業
の
実
施

障
が
い
児
入
所
施
設
「
未
来
」
（
旧
あ
さ
ひ
学
園
）
の
竣
工
資
金
収
支
の
黒
字
基
調
の
維
持

6
(
公
財
)
と
く
し
ま
移
植
医
療
推
進
財
団
普
及
啓
発
等
事
業
実
施
の
た
め
の
収
入
の
確
保

経
常
収
益
 1
,5
1
4
千
円

経
常
収
益
 1
,1
1
1
千
円

7
(
公
財
)
と
く
し
ま
“
あ
い
”
ラ
ン
ド
推
進
協
議
会
地
域
福
祉
を
推
進
す
る
高
齢
者
リ
ー
ダ
ー
の
育
成

シ
ル
バ
ー
大
学
校
卒
業
生
延
1
3
,5
5
2
人
, 
シ
ル
バ
ー
大
学
院
卒
業
生
延
1
,4
2
8
人
地
域
で
の
高
齢
者
リ
ー
ダ
ー
の
育
成

8
(
公
財
)
と
く
し
ま
産
業
振
興
機
構

①
創
業
支
援
認
定
件
数
　
②
と
く
し
ま
経
済
飛
躍
フ
ァ
ン
ド
事
業
化
件
数
　
③
下
請
斡
旋
成
立
割
合
①
1
8
7
件
　
②
 1
0
8
件
　
③
 1
5
.6
％

①
1
5
0
件
　
②
1
1
1
件
　
③
1
3
.0
％

9
(
株
)
徳
島
健
康
科
学
総
合
セ
ン
タ
ー
施
設
支
援
事
業
に
お
け
る
入
居
率
の
向
上

入
居
率
 9
7
.3
％

入
居
率
 8
8
.9
％

1
0
徳
島
工
芸
村
(
株
)

経
営
健
全
化

当
期
利
益
 1
,9
3
2
千
円

経
常
利
益
 1
5
,2
7
5
千
円

1
1
(
一
財
)
徳
島
県
観
光
協
会

経
営
健
全
化
、
観
光
振
興
事
業
に
よ
る
地
域
貢
献

自
主
財
源
の
確
保
（
賛
助
会
員
収
入
、
広
告
料
収
入
）
1
2
,7
4
5
千
円
自
主
財
源
の
確
保
（
賛
助
会
員
収
入
、
広
告
料
収
入
）
１
２
,９
９
４
千
円

1
2
(
公
財
)
徳
島
県
国
際
交
流
協
会

①
財
産
運
用
収
入
、
賛
助
会
費
、
寄
付
金
の
額
　
②
生
活
支
援
サ
ー
ビ
ス
を
受
け
た
外
国
人
の
数
①
6
,0
1
0
千
円
　
②
延
べ
3
,9
2
5
人

①
6
,0
0
0
千
円
　
②
延
べ
2
,2
0
0
人

1
3
(
株
）
コ
ー
ト
・
ベ
ー
ル
徳
島

１
年
会
員
制
度
や
県
民
感
謝
デ
ー
の
開
催
な
ど
に
よ
る
利
用
者
の
確
保
を
図
る
年
間
利
用
者
数
 4
9
,1
2
3
人

年
間
利
用
者
数
 4
4
,3
0
0
人

1
4
(
公
財
)
徳
島
県
農
業
開
発
公
社

農
地
売
買
等
事
業
に
よ
る
買
入
農
地
面
積
の
拡
大

買
入
農
地
面
積
 1
.2
ｈ
ａ
、
売
渡
農
地
面
積
 0
.5
h
a

買
入
農
地
面
積
 2
.0
ｈ
ａ
、
売
渡
農
地
面
積
 2
.0
h
a

1
5
(
公
財
)
徳
島
県
水
産
振
興
公
害
対
策
基
金
ニ
ー
ズ
に
的
確
に
対
応
し
た
種
苗
の
生
産

ア
ワ
ビ
大
型
（
3
0
m
m
）
種
苗
7
7
千
個
・
ア
ユ
短
期
継
代
魚
3
系
統
の
生
産
ア
ワ
ビ
大
型
（
3
0
m
m
）
種
苗
1
0
0
千
個
・
ア
ユ
短
期
継
代
魚
3
系
統
の
生
産

1
6
(
公
財
)
徳
島
県
林
業
労
働
力
確
保
支
援
セ
ン

タ
ー

新
規
就
業
相
談
数
及
び
新
規
就
業
者
数
の
拡
大

新
規
就
業
相
談
 延
べ
1
,6
6
7
件
　
新
規
就
業
者
数
 延
べ
3
9
0
人
新
規
就
業
相
談
 延
べ
1
,6
0
0
件
　
新
規
就
業
者
数
 延
べ
3
6
0
人

1
7
(
公
社
)
徳
島
森
林
づ
く
り
推
進
機
構
①
分
収
造
林
契
約
の
変
更
②
受
託
事
業
の
展
開
③
公
社
有
林
化

①
契
約
件
数
の
7
8
.7
%
　
②
受
託
管
理
7
4
4
h
a増
　
③
分
収
林
取
得
3
0
9
h
a
①
8
2
%
変
更
実
施
　
②
受
託
管
理
6
3
8
h
a増

③
森
林
取
得
2
5
0
h
a増
、
分
収
林
取
得
6
0
0
h
a

1
8
(
公
財
)
徳
島
県
建
設
技
術
セ
ン
タ
ー
退
職
者
不
補
充
等
に
よ
る
人
員
削
減

常
勤
職
員
（
再
雇
用
除
く
）
 1
２
人

常
勤
職
員
（
再
雇
用
除
く
）
 1
2
人

1
9
徳
島
県
土
地
開
発
公
社

国
・
県
等
か
ら
の
長
期
的
・
安
定
的
な
事
業
量
の
確
保

事
業
収
益
 1
7
7
百
万
円

事
業
収
益
 4
0
1
百
万
円

2
0
徳
島
県
住
宅
供
給
公
社

①
新
た
な
収
益
事
業
の
創
出
 ②
分
譲
事
業
の
計
画
的
な
販
売
 ③
県
営
住
宅
の
家
賃
徴
収
率
の
向
上
①
空
き
家
対
策
事
業
の
開
始
②
分
譲
地
 残
5
8
区
画
 ③
9
8
.1
3
%
①
新
事
業
の
確
立
 ②
分
譲
地
 残
5
6
区
画
 ③
全
国
平
均
以
上

2
1
阿
佐
海
岸
鉄
道
（
株
）

前
年
度
を
上
回
る
輸
送
人
員
を
確
保

輸
送
人
員
　
4
4
,3
7
7
人

輸
送
人
員
　
4
4
,0
0
0
人

2
2
徳
島
空
港
ビ
ル
（
株
）

事
業
拡
大
に
よ
る
利
益
確
保

売
上
高
 6
0
8
,4
6
0
千
円

売
上
高
 5
9
3
,1
5
0
千
円

2
3
徳
島
ハ
イ
ウ
ェ
イ
サ
ー
ビ
ス
（
株
）
健
全
経
営
の
確
保

当
期
純
利
益
 7
,2
8
4
千
円

当
期
純
利
益
　
3
,0
0
0
千
円
（
H
2
7
年
度
）

2
4
(
公
財
)
徳
島
県
埋
蔵
文
化
財
セ
ン
タ
ー
事
業
規
模
に
応
じ
た
発
掘
調
査
業
務
班
及
び
整
理
業
務
班
で
の
発
掘
調
査
等
の
実
施
調
査
業
務
２
班
、
整
理
業
務
５
．
５
班

調
査
業
務
3
班
、
整
理
業
務
4
班

2
5
(
公
財
)
徳
島
県
暴
力
追
放
県
民
セ
ン
タ
ー
不
当
要
求
防
止
責
任
者
講
習
受
講
者
数
の
年
間
目
標
の
維
持

年
間
4
7
1
人
（
2
3
か
ら
2
7
年
度
ま
で
の
5
年
平
均
　
5
6
4
人
）
年
間
7
5
0
人

Ｎ
o

団
　
　
体
　
　
名

経
営
改
善
計
画
で
予
定
し
て
い
る
主
な
事
業
計
画
項
目
と
そ
の
数
値
目
標

10



情
報
公
開
の
さ
ら
な
る
推
進

各
団
体
の
Ｈ

Ｐ
開
設
状
況
Ｈ
Ｐ
以
外
の

媒
体
定
款
又
は

寄
付
行
為
事
業
内
容
事
業
実
績

や
成
果
組
織
図
役
員
名
簿
財
務
諸
表
財
務
諸
表
の
種
類

や
掲
載
年
度
各
団
体
の
活
動
状
況
や
事
業
実
績
の

積
極
的
広
報
に
つ
い
て

定
款
又
は

寄
付
行
為
事
業
内
容
事
業
実
績

や
成
果
組
織
図
役
員
名
簿
財
務
諸
表
財
務
諸
表
の
種
類

や
掲
載
年
度
H
2
8
.4
.1
ま
で
に
各
団
体
の
活
動
状
況
や
事

業
実
績
を
積
極
的
広
報
す
る
取
組
み
目
標

1
(
公
財
)
ｅ
ー
と
く
し
ま
推
進
財
団
H
1
7
年
度
開
設
パ
ン
フ
レ
ッ
ト

○
○
○

○
○

・
貸
借
対
照
表

（
H
2
6
）

・
正
味
財
産
増
減

計
算
書
（
H
2
6
）

・
財
産
目
録

（
H
2
6
）

平
成
1
7
年
よ
り
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
上
に
団
体
の

事
業
実
績
や
成
果
を
掲
載
す
る
と
共
に
、
各

種
イ
ベ
ン
ト
、
講
習
会
等
に
お
い
て
財
団
の

パ
ン
フ
レ
ッ
ト
に
よ
り
事
業
実
績
や
成
果
を

掲
載
す
る
。
そ
の
他
、
財
団
設
立
1
0
周
年
記

念
誌
や
、
財
団
憲
章
・
基
本
指
針
・
行
動
計

画
を
掲
載
す
る
な
ど
積
極
的
広
報
に
努
め
て

い
る
。

○
○
○

○
○

・
貸
借
対
照
表

（
H
2
7
）

・
正
味
財
産
増
減

計
算
書
（
H
2
7
）

・
財
産
目
録

（
H
2
7
）

引
き
続
き
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
上
に
団
体
の
事
業
実

績
や
成
果
を
掲
載
す
る
と
共
に
，
各
種
イ
ベ
ン

ト
，
講
習
会
等
に
お
い
て
財
団
の
パ
ン
フ
レ
ッ

ト
に
よ
り
事
業
実
績
や
成
果
を
ア
ピ
ー
ル
し
，

会
員
の
満
足
度
向
上
や
新
規
会
員
の
獲
得
に
向

け
て
，
積
極
的
広
報
に
努
め
て
い
く
。

2
(
公
財
)
徳
島
県
文
化
振
興
財
団

H
2
4
年
度
開
設

パ
ン
フ
レ
ッ

ト
・
催
し
物

案
内
○
○
○

○
○

貸
借
対
照
表

(
H
2
6
)
、
正
味
財
産

増
減
計
算
書

(
H
2
6
)
、
財
産
目
録

(
H
2
7
.
3
.
3
1
現

在
)
、
収
支
予
算
書

(
H
2
7
)

団
体
の
概
要
、
目
的
、
沿
革
、
事
業
内
容
及

び
管
理
施
設
の
情
報
を
掲
載
し
積
極
的
な
広

報
に
努
め
る
。

○
○
○
○
○
○

・
貸
借
対
照
表

・
正
味
財
産
増
減

計
算
書

・
財
産
目
録

　
過
去
１
年
間
を

掲
載
・
収
支
計
算
書

自
主
文
化
事
業
の
情
報
や
施
設
の
概
要
及
び
イ

ベ
ン
ト
情
報
を
掲
載
し
、
利
用
促
進
に
努
め

る
。
ま
た
、
助
成
事
業
の
募
集
等
を
掲
載
し
、

積
極
的
な
広
報
に
努
め
る
。

3
(
一
財
)
徳
島
県
環
境
整
備
公
社

H
1
8
年
度
開
設
業
界
機
関
誌
○
○
○

○
○

H
2
8
 
事
業
計
画

書
、
収
入
支
出
予

算
書
　
H
2
4
～
H
2
6

事
業
報
告
書
、
貸

借
対
照
表
、
正
味

財
産
増
減
計
算
書

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
上
に
公
社
の
事
業
実
績
や
成

果
を
掲
載
す
る
と
と
も
に
、
業
界
機
関
誌
等

で
広
報
を
実
施

○
○
○
○
○
○

２
７
年
度
事
業
計

画
・
予
算
書
、
２

６
年
度
事
業
報

告
・
決
算
書

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
上
に
公
社
の
事
業
実
績
や
成
果

を
掲
載
す
る
と
と
も
に
、
業
界
機
関
誌
等
で
広

報
を
実
施

4
(
公
財
)
徳
島
県
福
祉
基
金

H
1
7
年
度
開
設
助
成
事
業
パ

ン
フ
レ
ッ
ト
○
○
○
○
○
○

・
H
2
3
～
H
2
6
決
算

公
告
（
貸
借
対
照

表
）
・
H
2
7
～
H
2
8
収
支

予
算
書

・
H
2
7
収
支
補
正

予
算
書

予
算
・
決
算
状
況
、
助
成
事
業
の
募
集
及
び

助
成
団
体
等
の
法
人
情
報
の
自
主
的
開
示
を

行
う
。

○
○
○
○
○
○

・
決
算
公
告
（
貸

借
対
照
表
）
・
収

支
予
算
書
・
収
支

補
正
予
算
書

予
算
・
決
算
状
況
、
助
成
事
業
の
募
集
及
び
助

成
団
体
等
の
法
人
情
報
の
自
主
的
開
示
を
積
極

的
に
行
う
。

5
(
福
)
徳
島
県
社
会
福
祉
事
業
団

H
1
8
年
度
開
設

広
報
紙
○
○
○
○
○
○
H
2
5
～
H
2
7
の
財
務

諸
表
を
掲
載
済
み

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
お
い
て
事
業
実
績
や
成
果

を
掲
載
す
る
と
と
も
に
、
広
報
紙
に
お
い
て

も
情
報
開
示
に
努
め
て
い
る
。

○
○
○
○
○
○

H
2
4
～
H
2
7
の
過
去

４
年
間
の
財
務
諸

表
を
掲
載
す
る
予

定

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
や
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
に
よ
り
、
積

極
的
広
報
に
努
め
る
。

6
(
公
財
)
と
く
し
ま
移
植
医
療
推
進

財
団

H
1
8
年
度
開
設

○
○
○
○
○
○

・
収
支
計
算
書

(
H
2
2
,
H
2
4
～

H
2
6
)
・
正
味
財
産

増
減
計
算
書
(
H
2
2

～
H
2
6
)
・
貸
借
対

照
表
(
H
2
3
～

H
2
6
)
・
財
産
目
録

(
H
2
2
,
H
2
4
～

H
2
6
)
・
収
支
予
算

書
(
H
2
3
,
H
2
5
～

H
2
7
)

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
上
に
事
業
実
績
・
財
務
諸
表

等
を
掲
載
す
る
と
と
も
に
、
寄
附
金
・
賛
助

会
員
の
募
集
時
に
事
業
等
の
広
報
に
努
め
て

い
る
。

○
○
○
○
○
○

・
収
支
計
算
書
・

正
味
財
産
増
減
計

算
書
・
貸
借
対
照

表
・
財
産
目
録
・

収
支
予
算
書

引
き
続
き
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
上
に
事
業
実
績
・

財
務
諸
表
等
を
掲
載
す
る
と
と
も
に
、
寄
附

金
・
賛
助
会
員
の
募
集
時
に
事
業
等
の
広
報
に

努
め
て
い
く
。

7
(
公
財
)
と
く
し
ま
“
あ
い
”
ラ
ン

ド
推
進
協
議
会

H
1
4
年
度
開
設
H
2
4
年
度

再
構
築

情
報
誌
○
○
○
○
○
○
H
2
4
～
H
2
6
の
財
務

諸
表
を
掲
載

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
シ
ス
テ
ム
を
更
改
し
、
よ
り

タ
イ
ム
リ
ー
な
情
報
提
供
に
努
め
る
と
と
も

に
、
引
き
続
き
情
報
誌
「
い
の
ち
輝
く
」
を

活
用
し
、
事
業
内
容
の
広
報
を
図
る
。

ま
た
、
平
成
2
2
年
度
に
開
設
し
た
「
シ
ニ
ア

応
援
サ
イ
ト
」
に
よ
り
、
「
生
き
が
い
推
進

員
」
の
活
動
の
推
進
・
情
報
発
信
を
図
っ
て

い
る
。

○
○
○
○
○
○
H
2
5
～
H
2
7
の
財
務

諸
表
を
掲
載

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
よ
る
情
報
発
信
を
活
発
化

し
、
写
真
デ
ー
タ
等
の
活
用
に
工
夫
を
こ
ら

し
、
事
業
内
容
を
よ
り
わ
か
り
や
す
く
、
よ
り

タ
イ
ム
リ
ー
に
提
供
す
る
よ
う
努
め
る
と
と
も

に
、
引
き
続
き
情
報
誌
「
い
の
ち
輝
く
」
を
活

用
し
、
事
業
内
容
の
広
報
を
図
っ
て
い
る
。

ま
た
、
「
生
き
が
い
推
進
員
」
の
活
動
を
更
に

推
進
す
る
べ
く
、
「
シ
ニ
ア
応
援
サ
イ
ト
」
を

充
実
し
「
シ
ニ
ア
健
康
づ
く
り
サ
ポ
ー
タ
－
」

の
情
報
発
信
を
図
っ
て
い
る
。

8
(
公
財
)
と
く
し
ま
産
業
振
興
機
構
H
2
1
年
度
開
設
月
刊
情
報
誌
○
○
○
○
○
○

貸
借
対
照
表
、
正

味
財
産
増
減
計
算

書
（
過
去
３
年

間
）

中
小
企
業
を
幅
広
く
支
援
す
る
た
め
、
新
商

品
開
発
等
に
対
す
る
助
成
や
専
門
家
派
遣
、

研
修
の
情
報
な
ど
を
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
や
情
報

誌
を
通
じ
た
広
報
に
努
め
て
い
る
。

○
○
○
○
○
○

貸
借
対
照
表
、
正

味
財
産
増
減
計
算

書
（
過
去
３
年

間
）

中
小
企
業
を
幅
広
く
支
援
す
る
た
め
、
新
商
品

開
発
等
に
対
す
る
助
成
や
専
門
家
派
遣
、
研
修

の
情
報
な
ど
に
つ
い
て
、
徳
島
経
済
産
業
会
館

ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト
と
の
一
層
の
連
携
を
図
る
と

と
も
に
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
や
情
報
誌
を
通
じ
た

広
報
に
努
め
る
。

9
(
株
)
徳
島
健
康
科
学
総
合
セ
ン

タ
ー

H
7
年
度
開
設
官
報
・
パ
ン

フ
レ
ッ
ト

○
代
表
取
締

役
の
み
公

表
○

貸
借
対
照
表

(
H
2
5
)

損
益
計
算
書

(
H
2
5
)

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
セ
ン
タ
ー
の
事
業
内
容
や

目
的
に
つ
い
て
の
説
明
を
掲
載
し
、
広
報
に

努
め
て
い
る
。

○
○
○
○
○
○

5
年
間
広
告
の
方
法
と
し
て
官
報
を
利
用
し
て
い
る

が
、
決
算
公
告
に
つ
い
て
は
、
電
子
公
告
を
取

り
入
れ
積
極
的
に
広
報
を
行
う
。

1
0
徳
島
工
芸
村
(
株
)

H
2
1
年
度
開
設

○
○

代
表
取
締

役
の
み
公

表
○
貸
借
対
照
表

(
H
2
6
)

損
益
計
算
書

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
会
社
の
概
要
や
入
居
店
舗

の
紹
介
を
掲
載
し
、
広
報
に
努
め
て
い
る
。
○
○

代
表
取
締

役
の
み
公

表
○
貸
借
対
照
表
、
損

益
計
算
書

会
社
の
概
要
や
決
算
の
状
況
に
つ
い
て
、
よ
り

積
極
的
な
広
報
に
努
め
る
。

1
1
(
一
財
)
徳
島
県
観
光
協
会

H
1
8
年
度
開
設

情
報
誌
○
○
○

○
○
H
2
5
決
算

H
2
6
予
算

観
光
情
報
誌
「
う
ず
う
ず
」
を
発
行
し
、
県

内
イ
ベ
ン
ト
情
報
等
に
加
え
協
会
事
業
の
取

組
を
紹
介
。

○
○
○

○
○
決
算
、
予
算

イ
ベ
ン
ト
等
の
観
光
情
報
は
様
々
な
媒
体
を
通

じ
積
極
的
な
広
報
を
行
っ
て
い
る
。
事
業
実
績

に
つ
い
て
も
Ｈ
Ｐ
に
掲
載
し
広
報
に
努
め
て
い

る
。

【
H
2
8
.4
.1
目
標
】
各
団
体
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
掲
載
情
報
な
ど

N
o

団
体
名

積
極
的
広
報
の
手
段

【
H
2
8
.4
.1
現
在
】
各
団
体
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
掲
載
情
報
な
ど
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各
団
体
の
Ｈ

Ｐ
開
設
状
況
Ｈ
Ｐ
以
外
の

媒
体
定
款
又
は

寄
付
行
為
事
業
内
容
事
業
実
績

や
成
果
組
織
図
役
員
名
簿
財
務
諸
表
財
務
諸
表
の
種
類

や
掲
載
年
度
各
団
体
の
活
動
状
況
や
事
業
実
績
の

積
極
的
広
報
に
つ
い
て

定
款
又
は

寄
付
行
為
事
業
内
容
事
業
実
績

や
成
果
組
織
図
役
員
名
簿
財
務
諸
表
財
務
諸
表
の
種
類

や
掲
載
年
度
H
2
8
.4
.1
ま
で
に
各
団
体
の
活
動
状
況
や
事

業
実
績
を
積
極
的
広
報
す
る
取
組
み
目
標

【
H
2
8
.4
.1
目
標
】
各
団
体
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
掲
載
情
報
な
ど

N
o

団
体
名

積
極
的
広
報
の
手
段

【
H
2
8
.4
.1
現
在
】
各
団
体
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
掲
載
情
報
な
ど

1
2
(
公
財
)
徳
島
県
国
際
交
流
協
会

H
1
4
年
度
開
設

機
関
誌
情
報
誌
○
○
○
○
○
○

貸
借
対
照
表

正
味
財
産
増
減
計

算
書
財
務
諸
表
に
対
す

る
注
記

財
産
目
録

H
2
4
、
H
2
5
、

H
2
6
、
H
2
7

収
支
予
算
書

H
2
5
、
H
2
6
、

H
2
7
、
H
2
8

機
関
誌
「
Ｔ
Ｏ
Ｐ
Ｉ
Ａ
」
、
情
報
誌
「
阿
波

ラ
イ
フ
」
「
阿
波
生
活
」
を
発
行
し
、
県
内

外
の
外
国
人
を
中
心
に
、
生
活
、
観
光
、
文

化
な
ど
の
情
報
を
提
供
し
て
い
る
。

○
○
○
○
○
○

貸
借
対
照
表

正
味
財
産
増
減
計

算
書
財
務
諸
表
に
対
す

る
注
記

財
産
目
録

（
過
去
３
年
間
）

公
益
財
団
法
人
へ
の
移
行
に
合
わ
せ
て
国
際
戦

略
セ
ン
タ
ー
を
設
置
。
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
リ

ニ
ュ
ー
ア
ル
、
Ｓ
Ｎ
Ｓ
、
メ
ル
マ
ガ
等
を
活
用

し
た
情
報
の
提
供
を
行
う
。

1
3
(
株
）
コ
ー
ト
・
ベ
ー
ル
徳
島

H
1
5
年
度
開
設

○
代
表
取
締

役
の
み
公

表

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
，
会
社
の
概
要
，
ゴ
ル
フ

場
の
コ
ー
ス
，
プ
レ
ー
料
金
等
を
掲
載
し
，

広
報
に
努
め
て
い
る
。

○
代
表
取
締

役
の
み
公

表

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
，
会
社
の
概
要
，
ゴ
ル
フ
場

の
コ
ー
ス
，
プ
レ
ー
料
金
等
を
掲
載
す
る
ほ

か
，
新
た
な
イ
ベ
ン
ト
等
に
つ
い
て
も
積
極
的

な
広
報
に
努
め
て
い
く
。

1
4
(
公
財
)
徳
島
県
農
業
開
発
公
社

H
1
4
年
度
開
設

○
○
○
○
○
○

・
貸
借
対
照
表

(
H
2
5
)

・
正
味
財
産
増
減

計
算
書
(
H
2
5
)

事
業
内
容
を
中
心
に
、
農
業
開
発
公
社
が
支

援
で
き
る
事
業
紹
介
を
広
報
す
る
。

○
○
○
○
○
○

・
貸
借
対
照
表

(
H
2
6
)

・
正
味
財
産
増
減

計
算
書
(
H
2
6
)

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
や
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
に
よ
り
、
積

極
的
広
報
に
努
め
る
。

1
5
(
公
財
)
徳
島
県
水
産
振
興
公
害
対

策
基
金

H
2
5
年
度
開
設
パ
ン
フ
レ
ッ
ト

○
○
○
○
○
○

貸
借
対
照
表

(
H
2
6
)
、
正
味
財

産
増
減
計
算
書

(
H
2
6
)
、
財
産
目

録
(
H
2
6
)

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
お
い
て
事
業
報
告
書
を
公

開
し
、
事
業
内
容
等
を
広
報
。

○
○
○
○
○
○

貸
借
対
照
表

（
H
2
6
）

正
味
財
産
増
減
計

算
書
（
H
2
6
）
等

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
や
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
に
よ
り
、
積

極
的
広
報
に
努
め
る
。

1
6
(
公
財
)
徳
島
県
林
業
労
働
力
確
保
支
援

セ
ン
タ
ー

H
1
4
年
度
開
設

情
報
誌
○
○
○
○
○
○
貸
借
対
照
表
、
収

支
計
算
書
等
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
ほ
か
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
を
年

１
回
発
行
し
、
事
業
内
容
等
を
広
報
。

○
○
○
○
○
○
貸
借
対
照
表
、

収
支
計
算
書
等

引
き
続
き
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
ほ
か
パ
ン
フ

レ
ッ
ト
を
年
１
回
発
行
し
、
事
業
内
容
等
の
広

報
に
努
め
る
。

1
7
(
公
社
)
徳
島
森
林
づ
く
り
推
進
機

構
H
1
6
年
度
開
設
パ
ン
フ
レ
ッ
ト

○
○
○
○
○
○

掲
載
年
度
H
2
6

貸
借
対
照
表
、
正

味
財
産
増
減
計
算

書
、
財
産
目
録

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
ほ
か
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
（
林

業
公
社
通
信
）
を
年
１
回
発
行
し
、
積
極
的

広
報
に
努
め
て
い
る
。

○
○
○
○
○
○

掲
載
年
度
H
2
6

貸
借
対
照
表
、
正

味
財
産
増
減
計
算

書
、
財
産
目
録

引
き
続
き
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
や
パ
ン
フ
レ
ッ
ト

に
よ
り
、
積
極
的
広
報
に
努
め
る
。

1
8
(
公
財
)
徳
島
県
建
設
技
術
セ
ン

タ
ー

H
1
8
年
度
開
設
パ
ン
フ
レ
ッ
ト

○
○
○
○
○
○
H
1
9
以
降
の
財
務

諸
表
等
を
掲
載

H
1
8
年
度
か
ら
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
上
に
団
体
の
事

業
実
績
や
成
果
を
掲
載
す
る
と
と
も
に
、
業
務
案

内
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
を
作
成
し
、
市
町
村
等
に
事
業

活
動
を
Ｐ
Ｒ
し
て
い
る
。
な
お
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に

は
、
指
定
管
理
者
と
な
っ
て
い
る
公
園
の
施
設

紹
介
や
行
事
案
内
な
ど
を
掲
載
し
、
広
く
県
民
生

活
に
身
近
な
情
報
を
提
供
し
て
い
る
。

○
○
○
○
○
○
H
1
7
以
降
の
財
務

諸
表
等
を
掲
載

従
来
の
取
り
組
み
に
加
え
、
下
水
道
事
業
に
つ
い

て
も
、
H
2
5
年
度
よ
り
新
た
に
旧
吉
野
川
流
域
下
水

道
施
設
の
指
定
管
理
者
と
な
っ
た
こ
と
を
契
機
と
し

て
、
下
水
道
普
及
率
の
向
上
に
向
け
、
下
水
道
施

設
の
し
く
み
や
役
割
の
紹
介
、
各
種
普
及
啓
発
イ

ベ
ン
ト
の
開
催
情
報
等
を
掲
載
す
る
予
定
で
あ
る
。

1
9
徳
島
県
土
地
開
発
公
社

H
1
9
年
度
開
設
パ
ン
フ
レ
ッ
ト

○
○
○
○
○
○

前
年
度
の
財
務
諸

表
を
掲
載

・
貸
借
対
照
表

・
損
益
計
算
書

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
上
に
事
業
実
績
・
事
業
計
画
等

を
掲
載
し
、
公
社
の
事
業
内
容
を
公
開
す
る
と
と

も
に
、
安
定
的
な
事
業
量
を
確
保
す
る
た
め
、

国
・
県
や
市
町
村
へ
の
営
業
活
動
を
実
施
し
て

い
る
。

○
○
○

○
過
去
３
年
間
の
財

務
諸
表
を
掲
載

過
去
３
年
間
の
財
務
諸
表
を
掲
載
す
る
な
ど
、
公

社
の
事
業
内
容
に
つ
い
て
積
極
的
に
公
開
を
行
う

と
と
も
に
、
安
定
的
な
事
業
量
を
確
保
す
る
た
め
、

国
・
県
や
市
町
村
等
へ
の
営
業
活
動
を
引
き
続
き

実
施
し
て
い
く
。

2
0
徳
島
県
住
宅
供
給
公
社

H
1
5
年
度
開
設

○
○
○
○
○
○
前
年
度
の
貸
借
対

照
表
、
損
益
計
算

書
を
掲
載

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
上
に
事
業
実
績
、
事
業
計
画
等

を
掲
載
し
、
公
社
の
事
業
内
容
を
公
開
す
る
と
と

も
に
、
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
を
作
成
し
、
ハ
ウ
ス
メ
ー

カ
ー
、
地
元
有
力
企
業
等
へ
広
報
活
動
を
実

施
。

○
○
○
○
○
○
前
年
度
の
貸
借
対

照
表
、
損
益
計
算

書
を
掲
載

引
き
続
き
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
上
に
事
業
実
績
、
事
業

計
画
等
を
掲
載
し
、
公
社
の
事
業
内
容
を
公
開
す

る
と
と
も
に
、
公
社
の
役
割
、
事
業
内
容
等
を
広
く

県
民
に
Ｐ
Ｒ
で
き
る
よ
う
取
り
組
む
。

2
1
阿
佐
海
岸
鉄
道
（
株
）

H
1
3
年
度
開
設

○
○
○
○
○
○
H
2
6
貸
借
対
照
表

H
2
6
損
益
計
算
書
決
算
状
況
や
利
用
者
数
な
ど
に
つ
い
て
、
毎
年

６
月
頃
に
マ
ス
コ
ミ
へ
資
料
提
供
を
実
施

○
○
○
○
○
○
前
年
度
の
貸
借
対

照
表
、
損
益
計
算

書
を
掲
載

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
の
情
報
提
供
に
つ
い
て
、
平
成
２

５
年
度
に
、
情
報
内
容
を
定
め
た
。

2
2
徳
島
空
港
ビ
ル
（
株
）

H
2
4
年
度
開
設

○
○

○
○

H
1
9
以
降
の

貸
借
対
照
表

損
益
計
算
書

株
主
資
本
等
変
動

計
算
書

H
2
4
年
度
か
ら
ＩＲ
情
報
（
経
営
状
況
や
財
務
状

況
、
業
績
動
向
に
関
す
る
情
報
）
を
徳
島
空
港

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
上
に
公
開
し
て
い
る
。

○
○

○
○

H
1
9
以
降
の

貸
借
対
照
表

損
益
計
算
書

株
主
資
本
等
変
動

計
算
書

徳
島
空
港
利
用
促
進
協
議
会
と
の
連
携
に
よ
り
、

会
社
の
経
営
状
況
等
だ
け
で
な
く
、
イ
ベ
ン
ト
な
ど

空
港
に
関
連
す
る
様
々
な
情
報
を
積
極
的
に
県
内

外
へ
発
信
す
る
こ
と
に
よ
り
、
徳
島
阿
波
お
ど
り
空

港
全
体
の
知
名
度
と
利
便
性
の
向
上
を
図
る
。

2
3
徳
島
ハ
イ
ウ
ェ
イ
サ
ー
ビ
ス

（
株
）

H
2
5
年
度
開
設

○
○

○
○
○
H
2
2
以
降
の

貸
借
対
照
表

損
益
計
算
書

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
上
に
事
業
計
画
等
を
掲
載
し
、

会
社
の
事
業
内
容
を
公
開
す
る
と
と
も
に
、
安
定

的
な
事
業
量
を
確
保
す
る
た
め
、
積
極
的
な
営

業
活
動
を
展
開
し
て
い
る
。

○
○

○
○
○
H
2
2
以
降
の
貸
借

対
照
表
、
損
益
計

算
書

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
上
に
事
業
計
画
等
を
掲
載
し
、
会

社
の
事
業
内
容
を
公
開
す
る
と
と
も
に
、
安
定
的
な

事
業
量
を
確
保
す
る
た
め
、
積
極
的
な
営
業
活
動

を
展
開
し
て
い
る
。

2
4
(
公
財
)
徳
島
県
埋
蔵
文
化
財
セ
ン

タ
ー

H
1
3
年
度
開
設

情
報
誌

○
○

○
○
H
2
2
年
度
以
降
の

財
務
諸
表
を
掲
載

発
掘
成
果
の
企
画
展
示
や
現
地
説
明
会
を
毎

年
数
回
開
催
し
て
い
る
。
ま
た
、
平
成
２
年

度
か
ら
「
セ
ン
タ
ー
年
報
」
、
平
成
４
年
度

か
ら
「
研
究
紀
要
」
を
発
刊
す
る
と
と
も

に
、
平
成
１
３
年
度
か
ら
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
上

に
団
体
の
事
業
実
績
や
成
果
等
を
掲
載
し
て

い
る
。

○
○
○
○
○
○
H
2
2
年
度
以
降
の

財
務
諸
表
を
掲
載

引
き
続
き
発
掘
成
果
の
企
画
展
示
や
現
地
説
明

会
を
開
催
す
る
。
ま
た
「
セ
ン
タ
ー
年
報
」
及

び
「
研
究
紀
要
」
を
発
刊
し
，
事
業
内
容
等
の

広
報
を
積
極
的
に
行
う
と
と
も
に
，
各
種
提
供

資
料
の
電
子
化
を
図
る
等
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
利
用

者
の
利
便
性
の
向
上
に
努
め
る
。
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各
団
体
の
Ｈ

Ｐ
開
設
状
況
Ｈ
Ｐ
以
外
の

媒
体
定
款
又
は

寄
付
行
為
事
業
内
容
事
業
実
績

や
成
果
組
織
図
役
員
名
簿
財
務
諸
表
財
務
諸
表
の
種
類

や
掲
載
年
度
各
団
体
の
活
動
状
況
や
事
業
実
績
の

積
極
的
広
報
に
つ
い
て

定
款
又
は

寄
付
行
為
事
業
内
容
事
業
実
績

や
成
果
組
織
図
役
員
名
簿
財
務
諸
表
財
務
諸
表
の
種
類

や
掲
載
年
度
H
2
8
.4
.1
ま
で
に
各
団
体
の
活
動
状
況
や
事

業
実
績
を
積
極
的
広
報
す
る
取
組
み
目
標

【
H
2
8
.4
.1
目
標
】
各
団
体
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
掲
載
情
報
な
ど

N
o

団
体
名

積
極
的
広
報
の
手
段

【
H
2
8
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・
平
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収

支
計
算
書
、
正
味

財
産
計
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貸

借
対
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表
、
財
産
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録
、
平
成
2
7
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度
収
支
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算
書

H
P
や
機
関
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に
事
業
実
績
、
成
果
を
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○
○
○
○
○
○

・
各
年
度
の
収
支

計
算
書
、
正
味
財

産
計
算
書
、
貸
借

対
照
表
、
財
産
目

録
及
び
次
年
度
の

収
支
予
算
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H
P
へ
の
掲
載
や
機
関
紙
に
よ
り
活
動
状
況
や
事

業
実
績
を
広
報
す
る
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行政連携団体の取組概要

団 体 名 公益財団法人 ｅ－とくしま推進財団

県と連携し、ＩＣＴとくしま創造戦略のビジョンの達成に寄与するプロジェクトの推進と進捗管
事 業 概 要 理を行うとともに、地域情報化の中核拠点として、ＩＣＴの利活用促進に向けた多種・多様な

普及啓発、情報化支援を通じた地域活性化への貢献、地域情報化を担う実践的なＩＣＴ人
材の育成の各分野で各種事業を展開し、徳島県の情報化を推進している。

見直しの方向性 ・更なる経営改善を行う。 ・公益財団法人の維持に努める。

「公益財団法人ｅ－とくしま推進財団 経営改善計画の概要と取組み概要」（Ｈ２５～Ｈ２７年度）

取組項目 具体的な計画 平成２７年度における具体的な取組内容

事業計画 ・公益財団法人として維持できるよう事業の見 平成28年度よりＣＭＳサービスの有償化を図り、
の見直し 直しや人材確保，事業経費の縮減，会費収入 サービス利用者より運営費の一部を負担しても
内容 の拡大に努める。 らうことにより、事業継続のの安定化を図る。

・社会情勢に応じて事業内容を見直すとともに，
賛助会員のノウハウなどを活用しながら，効率
的で効果的に地域情報化を推進する。

組 織 ・ 人 少数の職員で，広範囲な業務を処理しているが， 職員の派遣要請を民間事業者へ引き続き行っ
員等の見 地域情報化の推進には，高い専門性を有する人 た。
直し内容 材が不可欠であり，職員の派遣を民間事業者等

へ引き続き要請するなど，組織体制の維持強化
を図る。

財務状況 一層の経費縮減と会費収入の拡大により財務状 会員団体向けＣＭＳサービス提供の充実を図
の見直し 況の改善を図る。また，民間から幅広く資金を集 り、新規法人会員の獲得に繋げた。
内容 めるとともに，賛助会員等の協力を得ながら効率 ＣＭＳサービスの有償化に向けた利用規程の

的な事業実施に努める。 改定を行った。
また収益事業の実施も含めて財務基盤の安定
化に向けた検討を行う。

監査の充 設立当初から，役員等の名簿，事業計画，事業実 財団の日々の活動記録を，適時ホームページ
実強化と 績報告，決算書等を，ホームページを通じて広く で公開することで，広く財団活動を一般県民に
情報公開 情報を開示している。また，情報公開規程の適正 周知するよう努めた。
の取組み な運用に努める。個人情報保護については，「情 財団憲章，財団基本指針及び財団行動計画の

報セキュリティポリシー」を定めており，その運用に ほか，ｅ－とくしま推進財団行動計画をホームペ
万全を期すとともに，適宜見直しを図る。 ージに掲載した。

公益法人 公益財団法人として５０％以上の公益目的事業 公益財団法人に関する法令を遵守し，適正な
制度改革 費率を確保するなど公益認定基準を遵守し，制 機関運営に努めた。
に向けて 度移行後の法人維持のために事業内容，財務内
の取組み 容，組織等について適宜見直しを行う。

その他

団体の自己点検評価

＜自己点検評価＞
平成２５年度途中より民間からの派遣職員が１名減となり，専門的知識を有する事務局職員体制の維持・
充実が引き続き課題となっている。

＜課題と今後の方向性＞
高い専門性を有する人材が不可欠であるため，引き続き民間業者へ職員派遣を要請していくとともに，会
費収入その他の収入の拡大を図り，財務基盤の安定化に向け一層取り組んでいく。

県所管部局の評価

公益財団認定基準の遵守に配慮しながら，民間派遣の職員の確保や収益事業の拡大など，財務基盤の
安定化及び法人の経営基盤強化に取り組むべきである。
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団 体 名 公益財団法人 徳島県文化振興財団

○あわぎんホールにおける阿波人形浄瑠璃フェスティバルやサロンコンサート、Tokushima
Musician´s Fesなど、徳島県の伝統文化をはじめ、国内外の優れた芸術文化を鑑賞す

事 業 概 要 る機会を提供するための各種舞台芸術公演事業
○県民の文化創造や振興活動を支援するための助成事業及び各種顕彰事業
○郷土文化講座や芸術家派遣事業など県民に本県の伝統文化や歴史を学ぶ機会を提
供するとともに、後継者の育成を支援する事業
○文学書道館における展示や各種講座の開催等により、県民に文学や書道について学ぶ
機会の提供や、関係資料の収集・調査事業及び展示事業
○阿波十郎兵衛屋敷における人形浄瑠璃の定期上演、人形浄瑠璃まつり、義太夫鑑賞会
等の開催など、本県の伝統芸能である阿波人形浄瑠璃の振興と県内外の文化・観光交流
促進事業

見直しの方向性 引き続き組織のスリム化や経営改善努力を行い、管理経費の削減に取り組むとともに、
国の補助金等を活用し、自主企画事業の充実に努める。専門性及びサービスの向上に向
けた取組を行う。

「公益財団法人 徳島県文化振興財団 経営改善計画の概要と取組み概要」（Ｈ２５～Ｈ２７年度）

取組項目 具体的な計画 平成２７年度における具体的な取組内容

事業計画 自主事業の実施に関しては、３館それぞれ 文化庁や(一財)地域創造などの各種助成金を活
の見直し が持つ機能を充分活用するとともに、外部有 用した「徳島邦楽ルネッサンス」などの舞台芸術公
内容 識者の幅広い意見を取り入れ、時代の要請 演事業や、県内小中学校への芸術家派遣事業な

や県民ニーズにあった事業を構築する。 どの教育普及育成事業、「人形浄瑠璃芝居フェス
県や公立文化施設との連携を強化し、地 ティバル」などの伝統文化振興事業、また、本県の
域の文化資源の活用を通じて文化を活かし 音楽レベルの向上、次世代の育成を図る「音楽文
た地域づくりに取り組む。 化が息づくまちづくり」事業などを実施（あわぎんホ
あわぎんホールに於いては、「組織・事業 ール）したほか、文学特別展「寂聴 愛のことば展」
を管理運営する能力」「実演芸術を創造する をはじめとした徳島ゆかりの文学・書道の展示開催
能力」を有する専門的人材を迎え、更に質の （文学書道館）を行った。また、２６年度よりNPO法人
高い音楽事業の推進に努める。 阿波農村舞台の会と共同で阿波十郎兵衛屋敷の
基本財産の運用による利息収入、他の文 管理運営を行うなど、各館において幅広い事業を
化事業補助金等を活用し、引き続き質の高 実施し、質の高い芸術文化事業の効果的な実施、
い芸術文化事業を効果的かつ効率的に展 及び伝統文化の振興に努めた。
開すると共に、人形浄瑠璃等、伝統文化の振
興事業を推進する。

組織・人 公益財団法人への移行に伴い役員数の 職員については、業務の遂行に必要な人員を確
員等の見 削減を行い、職員については、業務の遂行に 保しつつ、引き続き業務管理を行い効率的な人員
直し内容 必要な人員を確保しつつ、引き続き業務管 配置を行った。

理を行い効率的な人員配置を行う。※平成１ また、研修会にも積極的に参加し、ノウハウの蓄
８年度以降、給与水準をカットし経営状況に 積に努めた。
応じた給料表を制定。職制見直しなどを含め
た適正な人件費の確保を図っている。

財務状況 国債等の運用により基本財産運用収入の 助成金の確保や基本財産運用収入の確保を図っ
の見直し 確保を図る。 た。
内容 魅力ある事業の企画・実施による観客動 魅力ある事業の企画・実施による観客動員の増

員の増加を図るとともに、チケット購入の利便 加を図るとともに、チケット購入の利便性の向上等
性の向上等を図り、事業収入等、施設の利用 を図り、事業収入等、施設の利用料金の確保に努
料金の確保に努める。 めた。
支出については、徹底したエコオフィス活動 徹底したエコオフィス活動や事務用品等の効率
や事務用品等の効率的な購入、再委託業務 的な購入、再委託業務の競争入札による契約及び
の競争入札による契約及び複数年契約等に 複数年契約等により、引き続き施設管理費の低減
より、引き続き施設管理費の低減を図る。 に努めた。

監査の充 点検評価サイクルの改善活動や、独自の ３館施設においてセルフモニタリングを実施し、利
実強化と セルフモニタリング制度を設け、常に利用者 用者ニーズの把握に努め、結果の反映に努めた。
情報公開 ニーズの把握や県民の視点に立った運営を 理事会、評議員会を開催し、運営について審査
の取組み 行う。 を行った。

理事会、評議員会を開催し、運営について 前年度事業実施状況及び財務諸表等、今年度
審査を行う。 事業計画等をホームページにおいて公開した。
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情報公開要綱に基づき、広く県民に公開し 担当職員を対象に、個人情報保護の教育を行っ
ていく。事業実施状況及び財務諸表等を、ホ た。
ームページにおいて公開する。

公益法人 平成２５年４月 公益財団法人に移行済 引き続き、県、公立文化施設との連携を強化し、
制度改革 み 効率的な運営と積極的な事業展開を図り安定した
に向けて 経営を行った。
の取組み

その他

団体の自己点検評価

＜自己点検評価＞
・経常経費の抑制を図った。
・自主事業の集客拡大を図ると共に、公演に付随する関連プログラム等を実施することで地域活性化
に寄与する事業展開を図った。
・県民ニーズや満足度を的確に把握することで、利用者の増加と利用率の向上を図った。
・情報公開と情報提供の推進等に努め、公益法人として、より一層の透明性を確保した。

＜課題と今後の方向性＞
公益性の高い事業を継続的に実施していくため、引き続き自主財源等の充実を図るとともに、施設を中
心とした地域活性化・地方創生に寄与する事業展開をさらに図っていく必要がある。
また、事業の多様化と強化を図るため、環境の変化に柔軟に対応できる組織づくりを進める必要があ
る。
さらに、中長期を見据えた経営の安定を目指して、マネジメントサイクルに沿った堅実な運営を行い、公
益性と経営の健全性の両立に取り組む。

県所管部局の評価

今後とも公益財団法人として透明性のある運営を行うとともに、当該財団所管の３施設について、本県
文化の中核施設としての機能を十分に発揮させるべく、各事業の充実と質の向上を図るため、引き続き経
費の抑制や自主財源の確保に努めていく必要がある。

16



団 体 名 一般財団法人 徳島県環境整備公社

○海面埋立処分場（徳島東部処分場、橘処分場）における一般廃棄物、産業廃棄物、
事 業 概 要 陸上建設残土等の埋立処分事業の実施

○埋立処分が終了した沖洲処分場の管理運営の実施
○廃棄物適正処理推進事業として、市町村・民間団体への補助事業の実施

見直しの方向性 ○平成28年度の長期借入金の返済終了、及び阿南市新ゴミ処理施設の本格稼働や
将来の徳島市等の新たなゴミ処理施設計画による一般廃棄物の受入量の減少を見
据え、公社の安定的、持続的な経営を図るため、中・長期的展望にたった経営改善策
の検討。

「徳島県環境整備公社 経営改善計画の概要と取組み概要」（Ｈ２５～Ｈ２７年度）

取組項目 具体的な計画 平成２７年度における具体的な取組内容

事業計画 ○沖洲処分場の早期安定化の推進 ○沖洲処分場の早期安定化の推進
の見直し 国において策定が予定されている海面最終 沖洲処分場早期安定化に係る連絡会議に
内容 処分場の廃止基準等を注視しながら、安定化・ おいて廃止についての協議

廃止に向けた具体的な対策を検討し、早期の廃 ○廃棄物適正処理推進事業
止確認を目指す。 ２件の補助事業を実施するとともに、啓発・周
○廃棄物適正処理推進事業 知に努めた。
公益目的支出計画を踏まえ、随時必要な見
直しを行う。

組 織 ・ 人 ○業務の実態を踏まえた効果的効率的な業務 ○職場内での教育訓練の定着、研修会への積
員等の見 運営の検討 極的な参加等体制の強化に努めた。
直し内容 ○職員の能力開発・人材育成を通じた体制の強

化を図る。

財務状況 ○余水処理施設の経年劣化による大規模改修 ○施設の長寿命化を図るため、余水処理処理
の見直し に備えた自主財源の確保 施設の設備の修繕を含む適切な維持管理に努
内容 ○阿南市の新ゴミ処理施設の稼働や、徳島市等 めた。

広域ゴミ処理施設整備を踏まえた経営改善策の ○一定期間運用可能な資金については、安全
検討 で有利な国債等を活用した資産運用に努め
○基本財産及び運用可能な手持ち資金につい た。
ては、安全で有利な国債等による運用を図る。

監査の充 ○法令上公表を求められている公開対象資料 ○ホームページに廃棄物の種類毎の埋立数量
実強化と （財務状況や活動状況、公益目的支出計画実施 及び水質検査の毎月の状況を掲載するなど、
情報公開 報告書等）のホームページ等を活用した積極的 廃棄物の処理等の情報発信を積極的に行っ
の取組み な情報公開を推進するほか、それ以外の資料に た。

ついても公開に努める。

公益法人 ○平成２５年４月に一般財団法人に移行した。 ○公益目的支出計画に従い、実施事業である
制度改革 ○公益目的支出計画を適切に実施する。 「陸上建設残土等の処理に関する事業」「沖洲
に向けて 廃棄物最終処分場事業」「廃棄物適正処理推
の取組み 進事業助成」を行った。

その他

団体の自己点検評価

＜自己点検評価＞
埋立処分事業、埋立処分が終了した処分場の管理運営、廃棄物適正処理推進のための補助事業と
も、概ね計画どおり実施できている。また、環境保全についても、水質管理は３処分場とも全て基準値以下
で良好で有り、適切に管理されている。

＜課題と今後の方向性＞
沖洲処分場の早期廃止については、国が進めている「海面最終処分場の閉鎖・廃止マニュアル」の状
況把握に努めるとともに、実施計画策定に向けて関係機関との調整を鋭意進める必要がある。
また、阿南市の新ゴミ処理施設の本格稼働や徳島市等の新たな焼却施設計画の動向、更には人口減
少による一般廃棄物の受入量の減少把握に努め、中・長期的な展望に立ち、一般廃棄物受入料金の改
正等について関係市町との調整が必要となる。
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県所管部局の評価

○埋立処分が終了した沖洲処分場の早期廃止に向け、これまでに保有水及び発生ガス等の安定化対
策に必要な基礎資料を収集するなど、引き続き準備を進めており、今後、関係機関との調整を進めていく
必要がある。
また、埋立処分事業、廃棄物適正処理推進のための補助事業については、概ね計画どおりに実施され
ていると考えられる。
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団 体 名 公益財団法人 徳島県福祉基金

目的：社会福祉事業を推進することによって、民間の福祉活動の活性化を図り、もって、福祉の向
上に寄与することを目的とする。
事業：目的を達成するため、次の事業を徳島県内において行う。

事 業 概 要 (1)新たな地域福祉の展開に寄与する先駆的・モデル的事業に対する助成
(2)直面する地域福祉課題解決のための企画提案事業に対する助成
(3)地域活動支援センター等利用者の社会参加促進事業に対する助成
(4)社会福祉活動に対する普及啓発活動
(5)その他目的を達成するために必要な事業

見直しの方向性 経費削減や基金の運用益を確保するなど、経営改善に向けた取組みを行うとともに、助成事業
の充実を図る。

「公益財団法人 徳島県福祉基金 経営改善計画の概要と取組み概要」（Ｈ２５～Ｈ２７年度）

取組項目 具体的な計画 平成２７年度における具体的な取組内容

事業計画 引き続き、経費削減や基金の運用 引き続き経費節減及び基金の運用益確保に努めるとと
の見直し 益を確保するなど、経営改善に向けた もに、助成の透明性を確保するため、公募形式による助成
内容 取組みを行うとともに、助成事業の充 事業の募集及び外部委員を中心とした審査評価委員会に

実を図る。 よる助成先の選定を実施。結果、助成金額は平成２６年度を
上回る約1,４９４万円を計上した。
また、時代のニーズに対応した助成事業の拡大を図った。

組 織 ・ 人 特になし（公益財団法人移行時に 現状を維持した。
員等の見 見直しを実施済み。）
直し内容

財務状況 現状を維持(認定法第５条６号(収 引き続き公益認定の基準を維持した。
の見直し 支相償)、8号(公益目的事業比率)、９ また、事業の財源となる運用益を安定的に確保するため、
内容 号(遊休財産額)の基準を満たす) 順次超長期国債への切り替えを行ったため、今後数年間は例

年どおりの助成財源を確保できる見込みとなっている。

監査の充 監事監査、県の財政援助に係る 監事監査、県の財政援助に係る監査を実施するともに、
実強化と 監査を実施している。 公認会計士による監査を実施した。
情報公開 法人概要、財務諸表、助成事業の 法人概要、財務諸表、助成事業の募集・決定状況や実績
の取組み 募集・決定状況や実績 ・成果等をホ ・成果等をホームページに掲載し、積極的な情報公開を行う

ームページに掲載するなど積極的 ことにより、法人の透明性と、より助成事業が利用しやすい
な情報公開を行う。 環境を整えた。

公益法人 平成２３年度４月１日 公益認定の基準を引き続き維持した。
制度改革 公益財団法人徳島県福祉基金設立
に向けて
の取組み

その他

団体の自己点検評価

＜自己点検評価＞
運用益の確保を積極的に行うとともに、助成対象事業に「男女の出逢い・結婚を支援する活動」「在住
外国人とともに勧める社会参加活動」を追加することにより、事業の充実に努めた。また、公益認定の基準
も引き続き維持していることから、概ね順調な進捗状況になっていると思われる。

＜課題と今後の方向性＞
基金の効果的案運用を図るため、県債や国債を中心とした安全かつ有利な運用を行うとともに、利回り
については年間１％をボーダーとし、償還期間についても長期運用も視野に入れ弾力的に判断し、入札に
よるコストカットを含め、より助成事業を積極的に行うための財源確保に努める。 また、助成事業において
は、新たな地域福祉活動の掘り起こしに資する事業を積極的に採用するとともに、地域が直面する課題
解決に資する事業を対象に追加するなど、より積極的な展開を図りたい。

県所管部局の評価

順次超長期国債での運用を実施するなど、事業財源確保のための法人独自の検討が見られる。また、
地域が直面する課題解決に資する事業として、助成対象事業に「男女の出逢い・結婚を支援する活動」
「在住外国人とともに勧める社会参加活動」を追加し、メディアを通じ、また各地域に出向いて積極的な広19



報活動を図るなど、法人の目的に沿った活動の展開が見られる。
公益認定の基準についても引き続き維持するとともに、助成事業の公募や外部委員を中心とした審査
評価委員会による審査実施などによる透明性の確保も見られる。
その結果、助成事業における助成額も増加するなど、事業の積極的な展開も図られており、経営改善
は概ね順調に推移していると評価する。
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団 体 名 社会福祉法人 徳島県社会福祉事業団

昭和47年4月27日設立（徳島県100％出資 基本財産1千万円）
事 業 概 要 障害者入所施設「希望の郷」、障がい児入所施設「未来」等の社会福祉事業の経営

と、徳島県立総合福祉ｾﾝﾀｰ、徳島県立障がい者交流ﾌﾟﾗｻﾞの指定管理の運営、並び
にﾉｰﾏﾗｲｾﾞｰｼｮﾝ促進ｾﾝﾀｰ、徳島県地域生活定着支援ｾﾝﾀｰ等の公益事業を行う。

見直しの方向性 障がい児入所施設「未来（旧あさひ学園）」の改築と、更なる経営安定化のため、適正
な人員管理を行う。

「社会福祉法人徳島県社会福祉事業団 経営改善計画の概要と取組み概要」（Ｈ２５～Ｈ２７年度）

取組項目 具体的な計画 平成２７年度における具体的な取組内容

事業計画 平成24年4月1日をもって徳島県より移譲を受 障がい児入所施設「未来（旧あさひ学園）」の
の見直し けた「あさひ学園」の改築を行い、入所児童の安 改築工事に着手し、平成２７年３月に竣工、同年
内容 全性と快適性を確保するとともに、入所者の確 ４月に新施設での事業を開始。

保によって経営の安定化を図る。 職員の正規及び非正規の均衡（正規職員の
また、入所者の直接支援に従事する職員の正 採用増）については、引き続き計画的な採用に
規・非正規の配置比率を各５０％程度となるよう 取り組む。
改善を行い、利用者支援の向上を図る。

組 織 ・ 人 (１)組織 （１）組織
員等の見 ライトホームが平成24年度末で廃止され、在 内部研修の継続実施により引き続き業務遂
直し内容 籍職員の職種転換を行ったため、研修等を通じ 行能力の向上を図った。

て、職員の業務遂行能力の向上を図る。
(2)給与 （２）給与
民間類似社会福祉法人との比較や福祉現場 改築工事費に多額の内部留保金を投入した
の困難性を踏まえ、労働の対価である給与水準 ため、「給与カットの停止（平成１８年度から継続
が適正であるかの検討を図る。 実施）を主眼においた給与水準の検討」を見送

ることとした。
(3)労務規程の整備 （３）労務規程の整備
平成25年3月22日開催第102回理事会にて決 平成２５年３月の改正以降、適正な運用を行
議した、就業規則、育児・介護休業規程、再雇用 った。
職員就業規則の適正な運用を図る。また今後、
関連法に改正があった場合は、適宜見直しを行
う。

財務状況 平成18年度以降6年連続での黒字経営を達 「未来」建設に関する建築経費（資材・人件
の見直し 成しているが、経費節減等の更なる経営効率化 費高騰、消費税率上昇）の影響から単年度赤
内容 を進め、引き続き健全な経営を維持する。 字となった。

経営の安定化を図るため、引き続き事業形
態の検討を行い、経営の立て直しを推進する。

監査の充 (1)監査の充実 （１）監査の充実
実強化と 財政援助団体に係る監査(徳島県監査事務 指定管理施設(総合福祉ｾﾝﾀｰ・障がい者交
情報公開 局)と社会福祉法人監査(徳島県地域福祉課)な 流ﾌﾟﾗｻﾞ)にかかるモニタリング(徳島県地域福
の取組み らびに指定管理施設(総合福祉ｾﾝﾀｰ・障がい者 祉課・障がい福祉課)を受けるとともに、公認会

交流ﾌﾟﾗｻﾞ)にかかるモニタリング(徳島県地域福 計士による外部監査を実施。
祉課・障がい福祉課)を受けるとともに、自己点検 障がい児入所施設「あさひ学園」における福
評価として公認会計士による会計指導及び監査 祉サービス第三者評価事業の受審は、改築工
を実施する。 事中であったたため平成２８年度実施に変更。
また、法人運営上の課題を解決することを目 また、課題解決プロジェクトチームの提案事業に
的に、所属長及び職員により組織した課題解決 おいて、中小企業診断士による経営分析を実
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑが提案する事業において、自己点 施した。
検評価を行う。
さらに、障がい者入所施設「あさひ学園」では、
福祉ｻｰﾋﾞｽ第三者評価事業の受審を検討(改築
工事完了が条件)する。
(2)情報公開 （２）情報公開
広報誌や社会福祉事業団ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞにより、事 広報誌や社会福祉事業団ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞにより事
業内容や財務等について公開し、県民に対する 業内容や財務等を引き続き公開。（ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ
積極的な情報公開を推進する。 では平成２５年度以降の財務諸表を公開）
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公益法人 （対象外） （対象外）
制度改革
に向けて
の取組み

その他 本経営改善計画に基づき、健全な経営をさら 平成２７年度に中小企業診断士による経営
に促進し、定期的に経営分析（全国社会福祉施 分析を実施し、財務上の課題を抽出した。
設経営者協議会が無料で実施／平成23年度決
算状況について平成24年度に分析を受けた）を
行い、必要に応じて計画内容を見直す。

団体の自己点検評価

＜自己点検評価＞
法人の懸案事項であった「未来（旧あさひ学園）」の新築建替工事には法人全体で取り組み達成し、平成２７
年度については中小企業診断士による経営分析を実施し、財務状況の再点検を行った。

＜課題と今後の方向性＞
（課題）
①新施設「未来」の経営を安定させるため、国府支援学校の通学者をはじめ、県外の対象児に対しても入
所を呼びかけ経営の安定化を目指す。
②入所者の直接支援に従事する職員の正規・非正規の配置比率を各５０％程度となるよう改善を行い、
利用者支援の向上を図る。
（方向性）
経営の安定化を図るため、引き続き事業形態の検討を行うなど、経営の立て直しを推進する必要がある。
また、人員管理については、入所者の安全にも関わる問題であるため、引き続き計画的な採用に取り組むも
のとする。

県所管部局の評価

平成２６年度は、障がい児入所施設「未来」（旧あさひ学園）の竣工、事業開始等を達成し、着実な進行が確認できた。
平成２７年度は、中小企業診断士による経営分析を実施するなど、経営の立て直しに向けた動きが見られたが、経営の安定
化を図るため、引き続き事業形態の検討を行うなど、経営の立て直しを推進する必要がある。
また、正規及び非正規の均衡（正規職員の採用増）は、人員管理は入所者等の安全管理にも関わる事項であるた
め、引き続き計画的な採用が必要である。
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団 体 名 公益財団法人 とくしま移植医療推進財団

１ 目的
臓器移植に関する知識の普及啓発を行うとともに、臓器移植のための諸条件の整
備並びに助成を行う。

事 業 概 要 ２ 事業
・臓器移植に関する知識の普及啓発（普及推進キャンペーンの実施、臓器提供の意
思表示の推進、市民公開講座の後援・助成等）
・臓器移植に関する調査、研究（臓器移植専門部会の開催等）
・臓器移植体制の整備及び助成（院内コーディネーター研修会の開催、
全国研修会参加費の助成、組織適合性検査料の助成、弔慰金の支給等）

見直しの方向性 更なる経営改善を図る。

「公益財団法人とくしま移植医療推進財団 問題解決プラン」（Ｈ２５～Ｈ２７年度）

取組項目 具体的な計画 平成２７度における具体的な取組内容

事業計画 事業の拡充を図るとともに、賛助会員及び寄 日本臓器移植ネットワークの助成金を活用
の見直し 附金の募集を行う等、収入の確保を図り、安定的 し、臓器提供の意思表示促進のための普及啓
内容 運営に努める。 発を拡充した。

組 織 ・ 人 特になし 特になし
員等の見 （公益財団法人移行時に事務局を県から県医師
直し内容 会へ移管した。給与等を支給していない。他団体

との連携強化を図る。）

財務状況 赤字経営傾向から脱却するため、一層の収入 昨年度に引き続き、助成金の確保に努める
の見直し の確保（寄附金・賛助会員）を図り、長期永続可 とともに、賛助会員の募集により、自主財源の確
内容 能な安定的経営に努める。 保に努めた。

監査の充 現在ホームページに財務諸表等を公開している 定款・財務諸表をホームページに掲載した。
実強化と が、更なるホームページの充実を図り、引き続き
情報公開 積極的な情報公開に努める。（H22.5情報公開規
の取組み 定、H24.5個人情報保護規定を制定。H24.10監事

に公認会計士を選定。）

公益法人 H25.4.1公益財団法人へ移行 特になし
制度改革
に向けて
の取組み

その他

団体の自己点検評価

＜自己点検評価＞
助成金を活用した既存事業の拡充を図り、普及啓発を更に進めた。

＜課題と今後の方向性＞
引き続き、助成金の確保に努めるとともに、寄附金・賛助会費などの自主財源の確保の強化を図る。

県所管部局の評価

臓器提供意思表示促進のための普及啓発を拡充するなど、より効果的に事業展開がなされている。
平成２８年６月に策定する「問題解決プラン（第４期）」に基づき、安定的経営が継続的に行える収支バ
ランスの確保に努めていただきたい。
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団 体 名 公益財団法人 とくしま“あい”ランド推進協議会

ぬくもりと活力のある長寿社会づくりを推進するため、長寿社会についての意識啓発や
事 業 概 要 高齢者の健康と生きがいづくりの推進、地域社会の重要な担い手として活躍できる人

材の育成など各種事業を、官民一体となって積極的に取り組んでいる。

見直しの方向性 更なる経営改善を図る。

「公益財団法人 とくしま“あい”ランド推進協議会経営改善計画の概要と取組み概要」（Ｈ２６～Ｈ２８年度）

取組項目 具体的な計画 平成２７年度における具体的な取組内容

事業計画 ニーズに的確に対応した事業の実施と、人材育 シルバー大学校大学院の卒業者を対象に、
の見直し 成を図るとともに、高齢者の社会貢献活動を活 同大学院等で培ってきた知識、技術、資格等を
内容 用する。効率的な体制と収入財源の確保による 生かし社会貢献を推進する人材を「生きがいづ

経営基盤の強化を図る。 くり推進員」として当協議会に登録。登録者は当
協議会が主催するシルバー大学校の講師、補
助講師をはじめ、県下小学校のＩＣＴ授業支援、
阿波十郎兵衛屋敷での観光ボランティアガイド
活動、防災センターでの各種事業の補助、児童
館でのニュースポーツの普及など幅広い社会
貢献活動を行った。

組 織 ・ 人 効率的な事業運営に努め、業務内容の見直しを 業務の遂行に必要な人員を確保しつつ、効
員等の見 行い、職員数の維持について検討する。少ない 率的な人員配置を行った。
直し内容 職員の人材育成の観点から、研修をより積極的 また、業務推進に係る研修会に参加した。

に行う。

財務状況 コスト意識を持った運営を行い、事業費の削減に 県健康福祉祭に対する協賛金を県内の民間
の見直し 努力するとともに、事業の必要性についても、不 企業から募り、運営費用に充当した。また、「ユ
内容 断の検討を行っていく。また、収入財源の確保を ニフォーム購入スポンサー事業」として、全国健

図る。 康福祉祭参加者が購入する県選手団ユニフォ
ームの購入費用の一部を負担するスポンサー
を募集し、スポンサー料を参加者のユニフォー
ム購入費用、及び当協議会の運営費用に充当
した。
シルバー大学校・大学院の募集案内への広
告募集を行い、運営費用に充当した。

監査の充 わかりやすいホームページの作成等により、情報 公認会計士との顧問契約により、収支決算の
実強化と 公開の更なる推進を図るとともに、監事監査に 確認、及び毎月の指導・助言を得るとともに、公
情報公開 公認会計士との顧問契約による毎月の会計指 益法人会計ソフトを導入し、業務の効率化を図
の取組み 導や公益法人会計ソフトの導入を合わせ、引き った。

続き事業の透明性を確保する。 情報公開については、毎年度の事業計画書
及び事業報告等をホームページで公開するな
ど積極的な情報公開に努めた。

公益法人 平成23年4月１日付け、公益財団法人への移行 公益財団法人に関する法令を遵守し、適正
制度改革 を完了した。 な法人運営に努めた。
に向けて
の取組み

その他

団体の自己点検評価

＜自己点検評価＞
・シルバー大学校及び大学院の開講を通じて、地域福祉を推進する高齢者リーダーの育成を着実に推
進した。
・経営基盤の強化を図るため、県健康福祉祭への協賛金、各種広告募集など収入財源の確保に積極
的に努めた。

＜課題と今後の方向性＞
・公益性の高い事業を着実に実施していくため、引き続き効率的な体制と収入財源の確保による経営24



基盤の強化を図っていく。

県所管部局の評価

・県健康福祉祭への協賛金、各種広告募集など収入財源の確保に積極的に努めている。引き続き効
率的な体制と収入財源の確保による経営基盤の強化に取り組んでいただきたい。
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団 体 名 公益財団法人 とくしま産業振興機構

県内中小企業を総合的に支援する中核的支援機関として、「資金調達」「経営革新」
「創業」「技術開発」「販路開拓」等の各種支援事業を実施している。

事 業 概 要 特に、とくしま経済飛躍ファンドにより、LED推進や地域資源の活用、農商工連携を柱
に中小企業の新商品･技術開発の支援を行い、産業創出を促進するとともに、企業の
人材育成、国内外における販路支援、デジタルコンテンツ産業の育成、健康･医療産
業の創出などを推進する。

１ 事務事業全般にわたり改善・見直しに取り組む。
見直しの方向性 ２ 経営革新等支援機関の認定を受け、より専門性の高い支援事業を実施できる

よう中小企業の中核的な支援機関としての機能強化に取り組む。
３ 職員の意識改革を徹底し、より高い公益性を追求する。

「公益財団法人とくしま産業振興機構 経営改善計画の概要と取組み概要」（Ｈ２５～Ｈ２７年度）

取組項目 具体的な計画 平成２７年度における具体的な取組内容

事業計画 １ 変化する経済情勢のもと、多様な企業ニーズ プロフェッショナル人材のＵＩＪターンを促進し、
の見直し に対応するため、現在行っている事務事業を， 県内中小企業の経営革新等につなげることを
内容 必要性、緊急性、実績等から分析を行い、優先順 目的とした「徳島県プロフェッショナル人材育成

位をつけ、順位の低い事業については、スクラッ 拠点」を平成２７年１２月に開設した。
プアンドビルドを行い、新たなニーズに対応した また、開設後２年となる「よろず支援拠点」に
事業へと見直しを行う。 おいては、中小企業の総合的相談窓口として、
２ 企業ニーズの高い新たな事業については、 コーディネーターの増員などによる相談体制の
国等が募集する競争的資金の獲得に努め、積極 充実を図り、拠点の利用件数が大きく増加した。
的に取り組む。

組 織 ・ 人 １ 公益財団法人への移行に伴い、経理事務が 平成２５年度末にプロパー職員が２名退職し
員等の見 複雑化している上、移行前に比べさらに公正で たが、平成２６年度は新規採用は行わず、人件
直し内容 正確な事務処理が求められている。このため、職 費の抑制に努めた。２６年度末にプロパー職員１

員の意識改革･専門性の向上に努めるとともに、 名が退職したことから２７年度に適正な職員数
事務の消長を踏まえた効率的な業務実施を図 を確保するため１名を採用した。
るため、組織の再編・強化を行う。
２ 人件費については、職員数の減員、退職手
当の引き下げなどにより抑制することを基本にし
ており、退職者の補充は、漸減の方針の下、県と
協議の上、計画的に行う。

財務状況 １ 国･県の補助事業や受託事業のウエイトが大 「中小企業・小規模事業者ワンストップ総合
の見直し きく、その動向により財政運営は大きく影響を受 支援事業」、「地域イノベーション戦略支援事
内容 ける。このため、国･県の動向の把握に努めるとと 業」、「戦略的基盤技術高度化支援事業」など

もに、国等の事業の活用に努める。 の国の事業等の活用に努めるとともに、県から
２ 会費収入の増や広告収入などについて具体 「徳島県プロフェッショナル人材戦略拠点事業」
策を検討し、自主財源の確保に努める。 を受託している。

監査の充 １ 役員は理事１２名、監事２名の他、会計監査人 平成２７年度は、理事会を８回、評議員会を５
実強化と を置き、理事会では事業計画の承認、決算書類 回開催し、公正な運営に努めた。事業報告・収
情報公開 の監査・承認を行っている。また、評議員は１２名 支決算に関しては、会計監査人及び２名の監事
の取組み で、理事を牽制･監督している。引き続き、公正か から、適正であるとの報告を受けている。

つ効率的な運営に努める。 情報公開については、事業計画、収支予算、
２ 情報公開については、事業計画、収支予算、 事業報告、決算報告等をホームページで公開
事業報告、決算報告の他、各事業概要について、 するなど積極的な情報公開に努めた。
ホームページ等で公開している。今後とも各種メ
ディアを活用した積極的な情報提供と透明性の
高い情報公開に努める。

公益法人 １ 平成２３年４月に公益財団法人に移行してお 法令の規定に沿った適正な運営に努めた。
制度改革 り、法令の規定に沿った適正な運営に努めてい
に向けて る。
の取組み
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その他 １ 徳島経済産業会館への移転を契機に、機構 総合支援連携会議を６回開催し、中小企業の
を事務局として設置された総合支援連携会議を 応援拠点としての機能強化に努めた。
活用し、入居団体が連携して情報の共有や機能
強化を図っている。引き続き連携を深め、中小企
業の応援拠点としての機能強化に努める。

団体の自己点検評価

＜自己点検評価＞
県内企業の発展を総合的に支援するため、新規事業への取り組みや既存事業の拡充を図るなど、国・
県等の事業の活用に努め、より専門性の高い支援事業を実施した。
また、他の経済団体と連携して「農商工連携トータルサポートセンター」として、６次産業化までをワンス
トップで支援するとともに、国、県、関係機関との連携を密にして県内中小企業の支援に取り組んだ。

＜課題と今後の方向性＞
今後も、継続して国等の事業の活用に努めていくとともに、関係機関との連携を密にして県内中小企業
の支援に取り組んでいく必要がある。

県所管部局の評価

いち早く平成23年4月に公益財団法人に移行するとともに、職員数の減員や国等の事業の活用に努め
るなど経営改善に積極的に取り組んでいる。
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団 体 名 株式会社 徳島健康科学総合センター

当センターは頭脳立地法に基づき設立された産業高度化施設であり、地域産業の
高度化を図るため、県、市、公設試験研究機関や大学と連携を図りながら、多彩な機

事 業 概 要 能を生かし、地域産業の高度化、新事業創出のため、人材育成、交流促進・情報提
供、施設支援に取り組んでいる。
１．人材育成事業
創業、開業に必要な技術的な基礎を修得してもらうための実習・座学や情報化の実
習等を通じて人材の育成のための各種研修会の事業を実施している。
２．交流促進・情報提供事業
情報提供事業関係団体と連携し、公募事業への参入や県等からの委託事業を通
じ、情報技術の紹介、情報化に向けた実地指導や情報提供業務の実施、人のふれあ
いをネットワーク化するための交流事業を実施している。
３．施設支援事業（貸室支援事業）
賃貸貸室５５室の提供と、会議室・実習室、機器等の賃貸を行い、テナント入居者や
一般利用者の利便性向上に供している。

見直しの方向性 当センターの主業務は貸しオフィス事業であるが、当初の設立目的も踏まえ、経営
方針の再構築（事業の選択と集中等）を行うとともに、インキュベーション施設としての
企業活動支援を基本とし、県の施策に応じた強みのある産業分野（ＳＯＨＯ、デジタル
コンテンツ等）を戦略的に育成するなど、「成長産業集積拠点」として本県経済を牽引
する企業への成長を促進する。
上記を柱として、引き続き単年度黒字の継続による欠損金の解消に努め、さらなる
経営改善に努める。

「株式会社 徳島健康科学総合センター 経営改善計画の概要と取組み概要」（Ｈ２５～Ｈ２７年度）

取組項目 具体的な計画 平成２７年度における具体的な取組内容

事業計画 １．人材育成事業 １．人材育成事業
の見直し 従来の創業者支援、経営支援事業に加 え クリエイティブ関連の人材育成・地域活性化を
内容 て、クリエイティブ産業の集積・クリエイターの誘 推進するため、「クリエイティブ人材育成事業」を

致による「クリエイティブエリアとくしま」への形成 実施し、若手の起業家育成や人材育成を図った。
を目指し、将来の業界を担う人材の育成を図り、
新たな市場拡大、雇用創出に繋げる。
２．交流促進・情報提供事業 ２．交流促進・情報提供事業
受託事業の実施とともに、インキュベーション 県内外の産業界等で活躍する本県ゆかりの
施設として創業、開発や経営革新を目指す人 方々が一堂に会して活発な議論を行う「とくしま
々が自然と集い、産官学交流、情報交流等のネ 経済飛躍サミット」の開催や「インキュベーション
ットワークを構築する場としての様々な機能を提 交流サロン設置事業」などを実施し、情報提供及
供し、創造型事業の実施を支援する。 び交流の場を提供した。
３．施設支援事業（貸室支援事業） ３．施設支援事業（貸室支援事業）
営業収益の大半を占める主要事業であり、 賃貸貸室５５室の提供と、会議室・実習室、機
企業の自立的発展に至るまでの事業展開を幇 器等の賃貸を行い、テナント入居者や一般利用
助する地域プラットフォームとして、創業期から 者の利便性向上に供した。
事業化までの一元的な支援に努めるとともに、
企業ニーズに応じた施設の利便性の向上に努 平成２７年度末現在：
め、入居率の向上を図ることにより安定した収 入居者 ５３．５室（入居率９７．３％）
益を確保する。

組 織 ・ 人 柔軟な経営による収益増加と、経費削減によ 経費のより一層の削減により、収支の改善に努
員等の見 る支出抑制に努め、今後ともより一層の工夫を めた。
直し内容 行い、組織の見直しや人件費の削減に努めるこ

ととする。

財務状況 営業収益については、国・県等からの受託事業費の 新たな入居テナントの確保や増室、県からの各
の見直し 縮小や景気の低迷による入居者の減少により、収益の 種事業の受託、より一層の経費節減により、計画
内容 確保もたいへん厳しい状況である。 を上回る収益となった。

特に、最大の収入源であるテナント収入については、 引き続き、単年度黒字を継続し、累積損失の解消に
入居率の向上が重要であることから、施設活用による 努めることとする。
事業の実施や、より一層のサービスの向上、割引制度の
導入など工夫を凝らし、入居率の確保や施設利用の向
上に努めるとともに、積極的な事業展開により、事業収
入も確保する。
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また、支出については、今後もより一層の経費節減に
取り組むとともに、建物・設備の修繕・更新計画に
ついても策定に努め、効率的・効果的な業務執行に
努めることとする。
このような取り組みにより、平成２５年度以降において
も単年度黒字を継続し、累積損失の解消に努めることと
する。

監査の充 監査については、監査役及び会計監査人が 監査については、監査役及び会計監査人によ
実強化と 実施している。 り実施した。
情報公開 情報公開については、「株式会社徳島健康 情報公開については、「株式会社徳島健康科
の取組み 科学総合センター情報公開要綱」を定め、情報 学総合センター情報公開要綱」に基づき、情報

公開に努めている。 公開に努めた。
また、公告の方法として官報を利用している 決算公告については、電子公告を取り入れ積
が、決算公告については、電子公告を取り入れ 極的な情報開示を行った。
積極的な情報開示を行う。

公益法人
制度改革 （対象外） （対象外）
に向けて
の取組み

その他

団体の自己点検評価

＜自己点検評価＞
概ね計画どおりに進捗している。

＜課題と今後の方向性＞
国・県等からの受託事業費の縮小により、収益の確保は今後さらに厳しい状況となるため、安定した収入確保が見込める
テナント収入について、高い入居率の維持や向上を図るなど、引き続き単年度黒字の継続による欠損金の解消を
進め、さらなる経営改善に努める。

県所管部局の評価

テナント入居率の向上や受託事業の確保、一層の経費節減などに努めた結果、１０期連続の黒字経営
となっており、経営状況は安定している。
良好な立地環境や創業関連のノウハウ等を活かし、本県経済の活性化に向けた役割が期待されている
ところであり、今後も、積極的な事業展開を通じ、より一層安定した経営が継続されるものと考える。
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団 体 名 徳島工芸村 株式会社

徳島工芸村（株）は、県内の代表的な伝統工芸を一同に集め、実演、体験、販売等を通
じて、一味違った徳島の魅力を県外の観光客をはじめ、県内の多くの方々にも親しんでもら
う観光商業施設として、平成５年１０月２０日に開設され、「アスティとくしま」に来られる方の

事 業 概 要 利便性を高めている。開設以後、平成１０年までは、順調に推移してきたが、平成１１年より退
店業者が相次ぎ、その後、賃料収入の確保、経費の縮減等に努めるものの、厳しい経営状
況が続いた。このため、初期の目的をも包含しつつも、より広い見地でもって、本県の産業振
興等に資する業種からの事業者入居を進める方向で見直しを行い、平成１８年１１月には、コ
ールセンターが入居した。これにより，徳島工芸村(株)は、時代の変化に応じた新たな産業
交流や都市の「にぎわい拠点」として機能するとともに、県経済に雇用拡大という大きな効
果をもたらしている。また、賃料収入の安定が図られ、現在８期連続で経常利益を確保する
など、更なる改善を進めているところである。

見直しの方向性 引き続き、各期において経常利益の確保を目指し、賃貸料収入の安定的な確保を図るとと
もに、管理経費の更なる縮減に努め、なお一層の経営改善に努める。

「徳島工芸村株式会社 経営改善計画の概要と取組み概要」（Ｈ２５～Ｈ２７年度）

取組項目 具体的な計画 平成27年度における具体的な取組内容

事業計画 ここ８期、単年度黒字を継続しているが、今後とも 単年度黒字を安定的に確保し、累積欠
の見直し 単年度黒字を安定的に確保し、累積欠損金の解消に 損金を解消するため、雇用の場の確保な
内容 向け、雇用の場の確保など本県の産業振興に貢献し ど本県の産業振興に貢献しながら、経営

ながら、経営の合理化に努力する。 の合理化に努めた。

組 織 ・ 人 常に事業内容、経営状況に応じた組織、人員が求 適正人員の配置、業務運営の効率化に
員等の見 められることから、引き続き、適正人員の配置、適正な 努めた。
直し内容 給与、業務運営の効率化に配慮していく。

財務状況 賃料収入の安定的な確保を図るとともに、管理経 賃料収入の安定的な確保と管理経費の
の見直し 費の更なる縮減等に努める中で経営の健全化に向 縮減に努めつつも、必要に応じ施設等の修
内容 け、適宜、適切な財務処理について検討を進める。 繕を実施した。その結果、当該年度におい

ても単年度黒字を達成した。

監査の充 徳島工芸村(株)は、監査役の監査の他、会計監査 当該年度についても、会計監査人及び
実強化と 人の監査が義務付けられており、監査体制は整ってい 監査役の監査を受けている。また、情報公
情報公開 る。また、平成２４年度には、情報公開要綱及び個人 開についても、ホームページを活用し積極
の取組み 情報保護要綱を策定した。今後も、ホームページを活 的な対応に努めている。

用した積極的な対応に努める。

公益法人
制度改革 （対象外） （対象外）
に向けて
の取組み

その他

団体の自己点検評価

＜自己点検評価＞
９期連続で経常利益を確保しているが、多額の累積欠損金を抱えており解消には至っていない。

＜課題と今後の方向性＞
賃貸料収入の安定的な確保を図るとともに、管理経費の更なる縮減に努める。築20年を経過した施設
について、計画的な修繕によりランニングコストの縮減に努める。

県所管部局の評価

時代の変化に対応した事業展開の実施により、単年度黒字を安定的に確保し、累積欠損金の解消に
努めている。雇用の場の確保など本県の産業振興に貢献しながら、経営の合理化に努力している。
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団 体 名 一般財団法人 徳島県観光協会

徳島県観光協会は，県や市町村，観光関連事業者等と連携のもと，本県観光に係
る「ネットワークの中心的存在」として，また「観光のエキスパート」としての役割を果た

事 業 概 要 すため，観光振興事業に取り組むとともに，アスティ・フレア・渦の道の各施設を管理運
営しているほか，平成２０年４月からはコンベンション振興事業にも取り組んでいる。
主な取り組みとして，平成２０年度から「とくしま・ＩＮＡＫＡ博覧会」を開催し，伝統文化
や豊かな自然，食，産業等「とくしまの魅力」を情報発信するとともに，平成２２年度には
県と協働し「とくしま祭り」を開催するなど，誘客に努めている。
平成２７年３月には，新たに３カ年の経営改善計画を策定するなど経営改善に向け，
鋭意取り組んでいる。

見直しの方向性 更なる経営改善

「一般財団法人徳島県観光協会 経営改善計画の概要と取組み概要」（Ｈ２５～Ｈ２７年度）

取組項目 具体的な計画 平成２７年度における具体的な取組内容

事業計画 観光振興に関しては、観光客のニーズの変 観光振興に関しては、観光客のニーズの変化
の見直し 化や観光関連事業者の企画動向等を把握し、 や観光関連事業者の企画動向等を把握し、タイム
内容 事業を展開する。 リーな事業展開を行った。また、旅行業の開始によ

コンベンション振興事業に関しては、観光振 り、企画旅行商品の推進を行った。
興業務とコンベンション施設の管理運営業務 コンベンション振興事業に関しては、観光振興と
のノウハウを活かした事業展開に努める。 コンベンション振興のノウハウを活かした事業を行
指定管理事業に関しては、それぞれの施設 うとともに、海外からのMICE客誘致にも努めた。
の特徴を活かした自主事業や利用者ニーズ 指定管理事業に関しては、それぞれの施設の
に応じた事業を展開する。 特徴を活かした自主事業や利用者ニーズに応じ

た事業を展開した。

組 織 ・ 人 職員の兼務により最小限度の組織・人員体制 業務の遂行に必要な人員を確保しつつ、効率
員等の見 で対応している。今後も業務の遂行に必要な 的な人員配置を行った。
直し内容 人員を確保しつつ、効率的な人員配置を行う。

財務状況 「自主・自立・自活しうる組織」となるため，より 経営の効率化を図るとともに，賛助会員の拡大
の見直し 一層の経営の効率化を図るとともに，賛助会 や広告料収入など自主財源の確保に努めた。
内容 員の拡大や広告料収入など自主財源の確保

に努める。

監査の充 理事会や評議員会、賛助会員合同会議な 理事会、評議員会、賛助会員合同会議を開催
実強化と どを通じ，広く意見を聴取し，施策に反映する。 し、役員及び評議員、賛助会員などからの提言や
情報公開 協会のホームページにおいて，財務諸表に 意見を聴取し、施策に反映した。
の取組み よる経営状況や事業内容を県民にも分かり易 当協会の財務諸表による経営状況や事業内容

く情報開示するとともに，「情報公開要綱」の制 等を、協会のホームページで情報公開を行った。
定についても検討を行う。

公益法人 平成２５年４月１日付け、一般財団法人へ移行
制度改革 を完了した。
に向けて
の取組み

その他

団体の自己点検評価

＜自己点検評価＞
事業や組織体制等の見直しについては、おおむね計画どおり進捗している。財務面については、一般財
団法人へ移行し、公益目的財産の消費との兼ね合いを考えながら、収益の拡大を図ることが課題である。

＜課題と今後の方向性＞
引き続き、事業の充実や効率的な人員配置に取り組むとともに、賛助会員の拡大や広告料収入、旅行
業の展開など自主財源の確保に努める。
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県所管部局の評価

コスト意識を徹底し、経営の効率化に努めている。広告料収入などの自主財源の確保に努め、観光客
のニーズの変化や観光事業者の動向等に対応した事業展開を図っているが、平成２７～２９年度経営健
全化計画において、更なる財源確保を図る計画となっている。
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団 体 名 公益財団法人 徳島県国際交流協会

国際交流、国際協力、多文化共生及び国際理解を推進することにより、活力ある地域社会の
事 業 概 要 実現と国際感覚豊かな人材の育成を図るとともに諸外国との協調と親善に資する。

見直しの方向性 公益法人の認可を契機に、賛助団体等の拡大や新たな自主財源の確保に努め、経営改善に
取り組む。また、公益法人移行に合わせ、当協会を核として、県民、行政、関係機関などの力を
結集した、「ワンストップ情報受発信拠点」としての整備を進め、県内在住の外国人の生活利便性
の向上はもとより、海外との経済交流活動等、多様なニーズに対応できるよう「機能の充実」を図
る。

「公益財団法人徳島県国際交流協会 経営改善計画の概要と取組み概要」（Ｈ２５～Ｈ２７年度）

取組項目 具体的な計画 平成２７年度における具体的な取組内容

事業計画 社会情勢の変化と時代の要請に対応した効率的な 社会情勢の変化と時代の要請に対応するため、平
の見直し 経営と効果的な事業活動を目指す。 成２５年度に設置した、「とくしま国際戦略センター」
内容 ・経営目標に基づく重点事項の効率的な事業実施 を運営し、当協会を核として、多様なニーズに対応でき

・事務事業評価による効果の検証 る「ワンストップ情報受発信拠点」として、多言語での
・県等からの事業の積極的な受託 窓口・電話相談、スポットの管理やホームページの運

営などによる情報発信・提供に努めた。

組 織 ・ 人 財政の健全化の観点から、事業の精選と実施方法等を 県教育委員会との協定により、中学校教員（英語
員等の見 工夫することにより、業務の効率化を図るとともに、事業 担当）を研修派遣として１年間受け入れ、当該教員
直し内容 の成果を維持するための体制を整備する。 が国際理解支援講師派遣事業などを担当した。

・教員の研修派遣の受入 阿波おどり交流事業などにおいて運営ボランティアに
・協会活動ボランティアの協力 参加いただくなど、協会活動ボランティアの協力確保に
また、公益法人制度改革への対応として、理事数(２ 努めた。
２名→１２名)、評議員数(１６名→１２名)の見直 平成２５年度に削減した理事数、評議員数を維
しを図る。 持した。

財務状況 自主財源の増収確保に努めるほか、県等からの事業 リスク分析を行ったうえ、他商品より高利率である超
の見直し の受託に積極的に取組むとともに事業の共同実施、補 長期（20年）国債を購入し、基本財産の効果的運
内容 助事業の確保、参加費等の負担金の適正額の徴収な 用を図った。また、文化庁委託事業の「徳島で暮らす

ど事業費の自己負担軽減と効率化を図る。 外国人のための日本語教育事業」を県から受託する
・基本財産の効果的運用 など、県等からの事業の受託に積極的に取組んだ。
・賛助会員の拡充 これら取組みにより、事業費の自己負担軽減と効
・寄附金の募集 率化を図るなどした結果、県からの借入金を計画どおり
・県からの借入金の計画的な償還 償還した。

監査の充 協会の自主事業については、事業評価実施要綱に 主たる自主事業の「阿波おどり交流事業」や「外国
実強化と 基づき、事業の分析、評価を行い、事業の効果を検証 人による日本語弁論大会」は、好評を得ているため、
情報公開 するとともに、必要に応じて内容の見直しとニーズに沿っ 長年の継続事業となっているが、運営ボランティアの参
の取組み た効果的な事業展開に努める。 加を募るなど効率的な事業実施に努めた。

また、平成２５年１月８日に、平成２４年度財政 当団体のホームページにおいて、引き続き、｢財務状
的援助団体等に対する監査を受けたところである。 況｣、｢事業実績｣、「組織図」、「役員名簿」を開示
情報公開については、規則を制定するとともに、ホー し、情報公開に努めた。
ムページを通じて財務状況や事業実績などの開示に努 また、平成２７年１２月１７日に、平成２７年度
めているが、当団体のホームページにおいて、これまでの 財政的援助団体等に対する監査を受けたところであ
「定款」、「事業内容」、「事業実績」、「財務諸表」に り、出納その他の事務の執行は、おおむね適正と認め
加えて、新たに「組織図」、「役員名簿」を公開する。 られた。

公益法人 平成２５年４月１日、公益財団法人へ移行 平成２５年４月１日、公益財団法人へ移行し
制度改革 た。
に向けて
の取組み

その他

団体の自己点検評価

＜自己点検評価＞

公益法人移行を契機に、県内在住外国人の生活利便性の向上はもとより、海外との経済交流活動等、多様なニーズに対
応できるよう、「ワンストップ情報受発信拠点」としての機能充実を図っていくことを基本的方向性とし、「とくしま国際戦略センタ
ー」を設置し、情報提供機能の充実を図るとともに、組織・人員体制の整備についても、概ね計画どおりの取組みができた。
また、財務状況の見直しについては、超長期国債購入による基本財産運用を開始するとともに、県等からの積極的な事業
受託など事業費の自己負担軽減と効率化を図った結果、県からの借入金を計画どおり償還できた。

＜課題と今後の方向性＞

「ワンストップ情報受発信拠点」として、当協会が、外国人はもとより、県民にも役に立つ、利用しやすい機関となるよう、引き
続き不断の見直しを図り、その機能充実に努める。
財務状況の見直しでは、引き続き、県からの借入金の計画的な償還をすることとし、基本財産の効果的運用及び県等から
の事業の受託に積極的に取組むなどの事業費の自己負担軽減と効率化を図る。賛助会員については、加入について関係団
体への働きかけを強化する。
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県所管部局の評価

財務状況の見直しについて、健全性確保は依然として厳しい状況であるが、経営改善計画に基づいて、基本財産の効果
的運用や県等からの積極的な事業受託などに努めるとともに、多様なニーズに対応する「ワンストップ情報受発信拠点」として
設置された「とくしま国際戦略センター」の核として、情報提供機能の充実を図り、サービス向上に努めている。
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団 体 名 株式会社 コート･ベール徳島

当社は，ゴルフ場(コート･ベール徳島ゴルフクラブ)の経営及び管理を目的として設立された
事業概要 株式会社であり，現在，ゴルフ場の経営及び管理を行っている。また，隣接する県立施設(出

島野鳥公園)について，指定管理者として管理運営を行っている。

見直しの 県民のスポーツ・レクリエーション活動の拠点として，また，県南地域の一層の振興を図る
方向性 ため，引き続き各期における経常利益の確保を目指し，なお一層の経営改善に努めるととも

に，パブリックゴルフ場としての役割を果たしていく。

「株式会社 コート･ベール徳島 経営改善計画の概要と取組み概要」（Ｈ２５～Ｈ２７年度）

取組項目 具体的な計画 平成２７年度における具体的な取組内容

事業計画 積極的な営業展開や質の高い接客対応の実 ・定期的な訪問営業による既存顧客の確保を
の見直し 践など，経営改善努力に引き続き取り組むこと 最重視
内容 で，新規顧客の開拓やリピーター率の向上など， ・新規顧客（新規市場）への営業展開強化

安定した利用者の獲得を図り，各期の経常利益 ・接客対応のレベルアップを図り，リピーター率の
の確保に努める。 向上に努めた。

・付加価値商品（ゴルフ用品，コンペ賞品，一年
会員）等の拡販

組 織 ・ 人 常に，事業内容，経営状況に応じた組織体制 ・正社員５名，パート社員１５名以下（１８名中５名
員等の見 が求められることから，引き続き適正人員の配置 は，短時間勤務）の体制を維持
直し内容 及び業務運営の効率化に努める。 ・時差出勤体制実施

財務状況 少子高齢化の影響により，ゴルフ場利用者は ・アウトセールス強化によるプライベートコンペの
の見直し 長期低迷傾向にある中，景気後退の影響等もあ 獲得
内容 り，ゴルフ場間の価格競争も激化している。このよ ・企画コンペの造成と集客展開の強化

うに，ゴルフ場を取り巻く経営環境は非常に厳し ・ジュニア及び女性ゴルファーの集客強化
いが，安定した利用者の確保及び一層の経費の ・経費の倹約に努めた。
効率化を図るなど，黒字基調の経営維持に努
め，経営の健全化・合理化に努める。

監査の充 監査については，監査役及び監査法人（公認 ・今後も適正な処理を実施
実強化と 会計士）による監査を受けており，経理について ・情報公開については，今後も積極的にホーム
情報公開 も，税理士に委託し，適正な処理を実施している。 ページを活用
の取組み また，情報公開については，平成１５年度に情報

公開要綱及び個人情報管理規程を定めており，
ホームページを活用した積極的な対応に努める。

公益法人 （対象外）
制度改革
に向けて
の取組み

その他

団体の自己点検評価

＜自己点検評価＞
より一層の営業活動の充実と経営の健全化・合理化に努める必要がある。

＜課題と今後の方向性＞
引き続き，安定した利用者の確保に努めるとともに，経費の効率化を図るなど，経常利益の確保に努め
る。

県所管部局の評価

県内のゴルフ入場者数がほぼ横ばいで厳しい経営環境の中，県内の１８ホールを有するゴルフ場では
利用者数が第１位であるとともに，過去最高を記録するなど，積極的な営業活動や質の高い接客対応の
実践，さらにはコンペの企画などによる集客が功を奏しているものと考えられる。引き続き，より一層の経営
改善に努め，経常利益の確保に努めてほしい。
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団 体 名 公益財団法人 徳島県農業開発公社

徳島県農業開発公社は、農業者の経済的、社会的地位の向上及び青年農業者等
の確保を目的として、主に認定農業者等の担い手への農地集積及び就農相談や就
農支援資金の貸付等の事業を実施している。
１ 農業経営基盤強化促進法に基づく「農地売買支援事業」
・ 規模縮小農家等の農地を買い入れ又は借り入れて、中間保有・再配分機能を
活用し、規模拡大を志向する認定農業者等に農地を売り渡し又は貸し付ける農
地売買支援事業を実施。
・ 農地売買支援事業による農地集積面積

事 業 概 要 農地売渡 １２．４ha（Ｈ17～Ｈ2７.3月現在累計）
農地貸付 ０．９ha（Ｈ2７.3月現在）
作業受託 ２１．０ha（Ｈ2７.3月現在）

２ 青年等の就農促進のための資金の貸付け等に関する特別措置法に基づく「就農
支援資金貸付事業」
・ 県知事から就農計画の認定を受けた「認定就農者」に対し、農業の技術を実地
に習得するための研修、その他就農準備に必要な資金を無利子で貸し付ける
就農支援資金貸付事業を実施。
・ 就農支援資金の貸付事業（Ｈ2７.４月現在の貸付件数）
就農研修資金 ３件
就農研修資金 １件

３ 平成２６年３月に農地中間管理事業を推進する主体である「農地中間管理機構」
として知事から指定を受け、平成２６年度から農地の貸借による担い手への農地集積
を推進している。

・ 引き続き管理経費等の縮減や効率的な事業運営に努めることができるよう、業務
見直しの方向性 推進体制を整備する。

・ 業務手法の工夫や見直しを行い、農地流動化面積の拡大等に努める。
・ 認定農業者をはじめとする担い手への農地集積や、新規就農希望者への就農相
談を一層促進し、農業経営の安定と円滑な就農支援に資する。

公益財団法人 徳島県農業開発公社 経営改善計画の概要と取組み概要（Ｈ２５～Ｈ２７年度）

取組項目 具体的な計画 平成２７年度における具体的な取組内容

１ 農地保有合理化事業 売買事業
事業計画 ・ 売買については、農業経営基盤強化促進法 買 入 面 積 ：１．２ha
の見直し に基づき、公社だけが有する農用地等の再配 売 渡 面 積 ：０．５ha
内容 分機能を活用し、認定農業者等の担い手への 次年度へ繰越面積：０．７ha

利用集積を一層促進する。 速やかな売却に努めた。
なお、事業実施にあたっては、可能な限り中
間保有期間を短くして、価格変動による差損 貸借事業（小作料前払い）
発生のリスク回避を図る。 新規貸付：0
また、リスク回避のため長期保有は行わな 継続貸付：0.9ha
いものとする。 確実に回収できるよう、取り組んだ。
・ 貸借については、複数年に渡っての貸付金が
発生することから、貸倒等のリスクが発生する 受託料一括前払い
ため、実施にあたっては県担当部局と十分協 継続貸付：２１.０ha
議した上で実施する。 新規貸付： ５.０ha
また、実施にあたっては貸付の上限や保証 受託請負者の規模拡大に貢献した。
人の徴収等の運用を見直し、リスク回避を図
る。
・ 市町村や農業委員会等との連携を強化し、
特に農地利用円滑化事業については、農地
保有合理化事業との役割分担や連携に努め、
地域での効果的、効率的な農地流動化を推
進する。
・ 事業量の目標

年 度 ２５ ２６ ２７ 備 考

買入面積 ha 2.0 2.0 2.0

売渡面積 ha 2.0 2.0 2.0
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２ 青年農業者等の就農支援 就農相談を実施した。
・ 青年農業者等育成センターとして、新規就農 就農相談件数：１１１件
希望者に対して、就農情報の提供や県内外に 県外での就農相談活動：6回
おける就農相談会等を実施する。
・ 就農希望者の就農形態に合わせ、各種制度 就農支援資金
（認定就農者、認定帰農者、認定農業者等制 新規貸付：０件
度）の周知を行い、円滑な就農を推進する。 継続貸付
・ 知事の就農認定を受けた「認定就農者」に 就農研修資金 ３件
対しては、就農支援資金（研修資金や準備資 就農準備資金 １件
金）の貸し付けについて、ホームページや関係 繰越がなく、資金の回収が図られた。
機関への広報活動を通じて周知を図り、新規
就農するにあたっての環境整備を図る。
・ 事業量の目標：新規就農相談件数
年間１００件

・ 引き続き、業務執行理事を農業会議事務局長 平成２５年度末までは農業会議との連携
の兼務とし、管理部門（総務事務）は農業会議と を強化し、最小人員での業務体制につとめ

組 織 ・ 人 の共同化を進める。 た。
員等の ・ 組織については、平成２５年度から公益財団法
見直し内 人に移行し、新たに評議員制度を導入したが、 平成２６年４月からは、農地中間管理事
容 評議員については従来の役員同様無報酬とす 業を推進するために、農地の集積を促進す

る。 る推進員（県ＯＢ非常勤）を２名、臨時職員１
・ 職員については、正職員を廃止し参事（非常勤 名を雇用した。
特別職）１名、臨時職員１名の２名とした現在の体 また、農業会議の事務局長が農業開発
制を引き続き維持し、人件費の増加を防ぎつつ、 公社の事務局長を兼務していたが、県から
更なる効率的な事業の実施を図る。 派遣された職員１名を専従の事務局長とし
・ 参事給与については、徳島県農業会議外部講 て受け入れている。
師等報償費支払基準の「非常勤職員」の基準に
準拠するものとする。 農地中間管理事業の更なる推進と着実
・ 臨時職員給与については、徳島県臨時職員給 な実施が求められていることから、平成２７
与に準拠するものとする。 年度は次の人員等の見直しを行った。

・県からの出向者１名が代表理事となる
業務執行 職 員 ・農地の集積を促進する推進員（県ＯＢ非

年度 参事 ( ) は 総務 備考 常勤）を４名を雇用。
理事 事務担当 ・臨時職員１名を雇用。

２４ 農業会議 非常 臨時職員 １ ４名 以上により平成２７年度の職員は県から
事務局長 勤１ （ 農業会議 専任 の出向者（代表理事、業務執行理事・事務

職員１） ２ 、 局長）の２名、非常勤職員（推進員）６名、臨
兼任 時職員３名、合計１１名となっている。
２

２５ 農業会議 非常 臨時職員１ ４名
事務局長 勤１ （ 農業会議 専任

職員１） ２ 、
兼任
２

２６ 農業会議 非常 臨時職員 １ ４名
事務局長 勤１ （ 農業会議 専任

職員１） ２ 、
兼任
２

２７ 農業会議 非常 臨時職員 １ ４名
事務局長 勤１ （ 農業会議 専任

職員１） ２ 、
兼任
２

・ 人件費については、業務執行理事の農業会議
財務状況 事務局長による兼務対応及び管理部門（総務
の見直し 事務）の農業会議との統合、並びに評議員の無
内容 報酬、正職員の雇用を行わないことにより増加さ
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・ 事業実施内容を見直し、事務コストの無駄を省
き、財務状況の黒字化を続ける。

監査の充 ・ 監査については、内部監事による監査及び県に ・ 公益インフォメーションへの監査報告
実強化と よる検査を受検する。 ・ ホームペーシでの財務状況の公開
情報公開 ・ 情報公開については、引き続き公社業務の概 を行った。
等の取組 要、財務状況をホームページで公開する。
み

公益法人 ・ 平成２５年４月1日から公益財団法人に移行。
制度改革 ・ 公益法人制度改革に即した会計事務に移行。
に向けて
の取組み

・ 国においては、「産業競争力会議」の中で、平成 平成26年3月：「農地中間管理機構」の県指
その他 ２６年度から全国の農業開発公社の機能強化を 定を受ける。

検討しているため、情報収集を行い、素早く対応 平成28年度からはとくしまブランド推進機構
できるよう努める。 の構成員として農家所得の向上と農産物の

生産拡大に向けた、総合的支援を実施

団体の自己点検評価

＜自己点検評価＞
経営改善計画に基づいて、確実に業務の改善が図れた。

＜課題と今後の方向性＞
・ 農地中間管理事業を推進するための体制強化を図っていく必要があることから、推進員等の増員を
行う必要がある。国費の最大限の活用や効率的な業務執行に努めているが、補助対象にならな経費等も
あり、新たな収入の確保や経費のさらなる節減が課題と考えている。
・ 引き続き、効率的な業務体制を構築するため、コスト低減、適正な人員配置など、公社の経営改善
に取り組んで参ります。

県所管部局の評価

正職員「０」の継続など、効率的な運営により管理経費の縮減が図られている。
農地中間管理機構として，担い手への農地集積の中心的役割を担っており，今後も中間管理事業の効
果的な推進が期待される。また、新たにとくしまブランド推進機構の構成員としての役割を担っており、 農
家所得の向上と農産物の生産拡大への貢献が期待されている。
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団 体 名 公益財団法人 徳島県水産振興公害対策基金

基金の運用益を財源に水産種苗の放流に対する補助等を行う「漁業振興対策事業」
事 業 概 要 及び県からの委託を受けクルマエビ、アワビ及びアユの各種苗を生産する「種苗生産

業務」を実施

見直しの方向性 種苗生産施設の老朽化や職員の高齢化（退職）等を踏まえ、「徳島県栽培漁業検討
委員会提言書」に基づく工程表に従い、生産魚種の絞り込みなど、生産体制の効率
的な見直しを進める。

「公益財団法人徳島県水産振興公害対策基金 経営改善計画の概要と取組み概要」（Ｈ２５～Ｈ２７年度）

取組項目 具体的な計画 平成２７年度における具体的な取組内容

事業計画 ＜漁業振興対策事業＞ 漁業振興対策については、運用益に応じ
の見直し 運用益に応じた事業量となるよう、毎年度、事業 た事業量を実施した。
内容 規模の見直しや重点化・効率化について検討しなが 種苗生産業務については、計画通り平成

ら実施する。 25年度でヒラメの種苗生産を終了。平成26
＜種苗生産業務＞ 年度は平成25年度末に生産したヒラメを年
県や関係団体と十分協議しながら、段階的な生産 度当初に放流し、平成27年度から外部調達
魚種の絞り込みを実施する。 を実施した。

組 織 ・ 人 平成25年度以降に定年退職する正規職員の補 平成27年度末をもって、正規職員3名が
員等の見 充は、臨時職員の採用等により対応する。 定年退職したが、うち1名が平成28年度は再
直し内容 ● 種苗生産業務関連正規職員数（場長含む） 雇用職員として勤務。種苗生産業務関連正

９人（H25.4.1）→ ６人（H28.4.1） 規職員数（場長含む）がH28.4.1時点で6名
となっている。

財務状況 正規職員の減員を臨時職員の採用等により対応 平成27年度の県委託金（加島事業場種
の見直し することで、人件費の削減を図る。 苗生産業務）は159,821千円となり若干の削
内容 ● 県委託金（加島事業場種苗生産業務） 減が図られた。

166,652千円（H24年度）→155,000千円
（H27年度）

監査の充 ・ 監査については、県によるチェック態勢を 継続 監査については、税理士による監査を行
実強化と する。 うとともに、県によるチェック態勢も継続して
情報公開 ・ 「公益財団法人」への移行を機に 行った。
の取組み ① 新たに監事に登用した税理士による監査 財務諸表等の情報を、ホームページ「一

② ホームページを活用した情報公開を実施 般法人・公益法人等情報公開共同サイト」
する。 により公開した。

公益法人 平成２５年４月１日付けで「公益財団法人」へ移行
制度改革 済み
に向けて
の取組み

その他

団体の自己点検評価

＜自己点検評価＞
計画通り取組みが行われている。

＜課題と今後の方向性＞
計画通り取組みを進めていく。

県所管部局の評価

計画通り取組みが行われている。
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団 体 名 （公財）徳島県林業労働力確保支援センター

当支援センターは、林業の担い手である林業労働力の育成確保を行うことにより、
徳島県における森林の造成整備と公益的機能の強化を図り、もって山村地域の振興

事 業 概 要 及び県民の福祉の向上に寄与することを目的に、以下の事業を実施している。
(1) 林業事業体の育成強化に関する事業
基金の運用益による、労災上乗せ保険料の助成、ハチ毒抗体検査、エピペン配布
(2) 林業労働力の募集に関する事業
林業就業相談窓口の設置とＨＰによる就業ＰＲや、県外都市部による就業相談会を
開催。
(3) 研修の実施に関する事業
新規就業等に対し、林業研修等を開催。
(4) 情報の収集提供に関する事業
就業情報の収集及び各種施策情報の提供を目的に、森林組合等林業事業体を委
員とした「林業労働力育成協議会」を開催。

見直しの方向性 更なる経営改善を行う

「（公財）徳島県林業労働力確保支援センター経営改善計画の概要と取組み概要」（Ｈ２５～Ｈ２７年度）

取組項目 具体的な計画 平成２７年度における具体的な取組内容

事業計画 設置目的である「林業労働力の育成確保」を効 25年度に策定した人材育成プログラムに基づ
の見直し 果的に実施するため、既存事業の見直しを検討 き，人材育成事業を体系化し，効率的かつ効果
内容 するとともに、新たな事業の実施についても積極 的な人材養成を実施することができた。

的に取り組む。

組 織 ・ 人 林業労働力の確保・育成対策の重要性が高まる 引き続き、徳島県森林組合連合会との連携強
員等の見 なか、徳島県森林組合連合会との連携強化を図 化を図ることにより、適切かつ効果的な事業の
直し内容 ることにより，適切かつ効果的な事業を実施する 実施に取り組んだ。

ための組織力を強化する。

財務状況 外部資金の積極的な活用を図るとともに、必要 引き続き、国や民間からの委託事業を積極的
の見直し 最小限の管理費により業務を遂行する。 に活用するとともに、徳島県森林組合連合会へ
内容 の事務委託により 必要最小限の管理費による

業務運営に努めた。

監査の充 経営の透明性を確保し、県民への説明責任を果 監事に税理士を登用するなど、監査の充実強
実強化と たすとともに、支援センターの存在価値を高める 化を図った。また、イベント情報などの広報ととも
情報公開 ため、ＨＰ等を活用した積極的かつ分かりやすい に、経営状況や事業内容、予算、決算状況等を
の取組み 情報公開を推進する。 HP上で公開した。

公益法人 H25.4に公益法人へ移行、主体性を持った公益 平成25年4月1日に公益財団法人へ移行済み。
制度改革 目的事業の実施による運営を推進する。
に向けて
の取組み

その他

団体の自己点検評価

＜自己点検評価＞
新たに認定された「公益財団法人徳島県林業労働力確保支援センター」として、組織や人員における
改善を進め、業務執行体制を強化し、公益性を意識した組織の運営と、重点事項に基づいた事業のより
効率的な実施など、更なる経営改善に努めているところである。

＜課題と今後の方向性＞
当支援センターの設置目的である「林業労働力の育成・確保」を効果的に実施するため、既存事業の
見直しを検討するとともに、新たな事業の実施についても積極的に取り組む。

県所管部局の評価

当支援センターは、適切な事業管理費の中で、本県における林業担い手の育成・確保対策関連事業を
効率的かつ効果的に実施している。また、第３期経営改善計画に基づき、当該計画目標は達成したところ
であり、今後も、本県、林業担い手対策を担う中核的な機関としての役割が期待される。
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団 体 名 （公社）徳島森林づくり推進機構

・昭和41年11月1日設立 ・理事長 飯泉 嘉門（徳島県知事）
・森林整備法人の認定 昭和59年12月15日

事 業 概 要 ・分収方式による造林、育林等森林の整備
・林業経営の健全な発展、森林の公益的機能の増進
・事業実績 施業面積6,997ha（県内人工林の4%）
・借入金残額 日本政策金融公庫 44億円
（H25年度末） 徳島県88億円（元金） 52億5千万円（利息）

見直しの方向性 「抜本的改革の推進を行う」
公的な森林整備の必要性が高まる中、全国初の公社有林化や、新たな森林づくり
の拡大などに取り組み、公的森林整備の役割を強化し、県の施策である「とくしま公有
林化拡大戦略」の推進を担う。積極的に経営規模を拡大し、計画的な木材生産を率
先して行い、木材自給率の向上と山村に暮らす人々を支える重要な役割を担い、県の
施策である「次世代林業プロジェクト」に呼応した事業展開を図る。

「社団法人徳島県林業公社 経営改善計画の概要と取組み概要」（Ｈ２４～Ｈ３２年度）

取組項目 具体的な計画 平成２７年度における具体的な取組内容

事業計画 1 新たな森林づくりによる規模拡大 ・森林の受託管理
の見直し (1)森林の新規取得・・・1,000ha H27年度末：2,274ha(744ha増)
内容 森林所有者が自ら管理できない森林を公社が

取得し、公社有林として整備、管理する。 ・分収林契約の変更
(2)森林の受託管理・・・1,800ha H27年度末：78.7％
森林所有者による経営計画の樹立が困難な地 H26年度末：77.9％
域における長期受託管理を行い、効率的な林業
経営を展開する。 ・分収林の買取
2 分収林契約の解消・・・82％ H27年度：３０９ha
公社が土地所有者の持ち分（土地、地上権）を H26年度：２９２ha
取得して、分収林契約を解消し、取得後は公社 H25年度：３３４ha
有林として経営する。 合計：９３５ha

組 織 ・ 人 1 職員数の増 ・将来の本県林業を担う若い林業従事者を育
員等の見 H23：5人 → H32：10人 成する「徳島林業アカデミー」の開校に向けた
直し内容 公社の木材生産量は、5年後には2万立方メート 準備や先進的な木材生産システムの導入によ

ル、10年後には3万立方メートルを超え、現在の る木材生産事業に取り組むため，職員を１名増
生産量の約6倍にもなる。 員した（県派遣）
よって、これまで縮小してきた職員数を見直し、 ・職員の増加にかかる費用については、新たな
増大する生産量に対応できる体制とする。 取り組みにより対応する。
2 理事数の減
H23：14人 → H25：7～10人

公益社団法人への移行の際、理事数を見直す。

財務状況 引き続き、給与、手当の見直しによる総人件費の ・私有林の受託管理と，新たに導入した先進林
の見直し 圧縮や、業務の外部委託、事務所経費の削減な 業生産システムにより木材生産事業への積極
内容 ど経営コストの削減に努める。 的な取り組みにより，管理費の抑制に努めた。

監査の充 会計監査人による監査を実施するとともに、事業 ・会計監査人による監査を実施した。
実強化と 実績や成果をホームページやパンフレットで公表 ・事業実績や成果をホームページやパンフレット
情報公開 する。 で公表した。
の取組み

公益法人 H25年４月１日に公益社団法人へ移行済み
制度改革
に向けて
の取組み

その他
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団体の自己点検評価

＜自己点検評価＞
分収林契約の変更，経営規模の拡大等については，概ね計画どおりに進捗している。また，業務の外部
委託や経費の削減に努め，事業量が拡大する中ではあるが，財務状況は管理費を抑制している。よって，
改善計画の進捗は順調である。

＜課題と今後の方向性＞
木材価格の変動によって、事業収支が大きく左右されるため、生産性の向上やコストの削減、有利な販
売方法の選択などに取り組み、安定した収益が得られる体制づくりを進める。また、今年度は、経営改善計
画（H24～H32）の中間年であることから、検証や見直しを行う。

県所管部局の評価

当面の間は、県からの貸付金が必要となっているが、改善計画に沿った取組みを着実に実施しており、
改善の進捗は順調であるといえる。
また、公有林と私有林の一体的な受託管理を推進により，県下各地における森林管理状況に係る情報
の収集を行った結果，集約化施業により647haの森林整備を行うなど着実な成果を上げている。県産材の
増産においても，対前年度１７４％の生産をあげており，平成２８年度においては，大型タワーヤーダ等の生
産システムを最大限に活かした木材生産に取り組むなど，徳島県の森林づくりを強力に推進する機関とし
て期待されている。
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団 体 名 公益財団法人 徳島県建設技術センター

1．公共工事の品質確保のための技術支援・人材育成事業
(1)技術支援事業

事 業 概 要 (2)人材育成支援事業
２．公共施設の管理運営事業
(1)県営４公園管理運営事業
(2)旧吉野川流域下水道施設管理運営等事業
３．公共施設の災害対応事業
(1)防災エキスパート制度
(2)徳島県版建設業ＢＣＰ認定業務

見直しの方向性 １．公益財団法人への移行に伴う適正事務処理対応及び経営改善に努める。
２．より一層の市町村等支援を強化すべく、本法人及び県OB職員による支援
体制を整備し、市町村等における公共工事の発注者支援を図り、社会資本の整備
や防災・減災対策に対応できる「専門家集団」を目指す。
３．本法人と徳島県土地開発公社及び徳島県住宅供給公社の３団体間の管理部門
の連携強化について、県の指導・支援のもと具体的な方策を検討・実践する。

「（公財）徳島県建設技術センター経営改善計画（第３次）」（Ｈ２５～Ｈ２７年度）

取組項目 具体的な計画 平成２７年度における具体的な取組内容

事業計画 １．技術支援、人材育成事業 １．技術支援、人材育成事業
の見直し 公共工事の品質確保を図るため、県・市町村 橋梁シンポジウムをはじめ１１回、延べ９１８名を
内容 職員等の専門知識・技術力向上に向けた研修 対象に、研修事業を実施するとともに、２級土木

会等の実施や技術者派遣等による発注者支援 施工管理技術検定試験受験準備講習会に講
の取組を行う。 師を派遣した。
２．公共施設の管理運営事業 ２．公共施設の管理運営事業
(1)県営公園管理運営事業 (1)県営公園管理運営事業
公園利用者等のニーズを的確に把握し、公 アンケート等を実施し利用者のニーズの把

園の利用促進及び公園利用者の満足度の向上 握に努めるとともに、新たに当センター主催のテ
に努め、付加価値の高い公園となるよう管理運 ニス大会を開催するなど、自主事業を積極的
営を行うなど、継続して指定管理者を受けられる に実施し公園の活性化に努めた。
よう取組を行う。 (2)旧吉野川流域下水道施設管理運営事業
(2)旧吉野川流域下水道施設管理運営事業 管理運営の豊富な実績のある民間業者を
適正で効率的な管理運営に努めるととも 選定し、適切な水処理を行うとともに、従来、県

に、下水道の普及啓発活動や下水道技術者の 外業者に委託していた水質検査業務を地元業
人材育成に努めるなど社会貢献を果たし、継続 者に委託するなど、地元企業の育成に取り組ん
して指定管理を受けられるよう取組を行う。 だ。
３．公共施設の災害対応事業 ３．公共施設の災害対応事業
「防災エキスパート制度」、「徳島県版建設 「防災エキスパート制度」、「徳島県版建設

業ＢＣＰ認定事業」を引き続き実施するとともに、 業ＢＣＰ認定事業」を実施するとともに、災害復
県・市町村職員等の専門知識・技術力を向上さ 旧事業技術講習会を開催し、防災対応能力向
せ、防災対応能力向上を図るため、研修会実施 上を図った。
等の取組を行う。

組 織 ・ 人 １．常勤役員は、必要最低限の人数とし、県と協議 １．常勤役員は平成24年度の4名から2名に半減
員等の見 のうえ調整する。 させた。
直し内容 ２．常勤職員は、定年退職による人数減に対し、 ２．常勤職員は原則不補充とし、平成24年度の１

原則不補充とする。 ６名から４名減の1２名とした。(再雇用含まず)
３．職員に不足が生じた場合には、「職員の再雇 ３．２７年度は再雇用２名や、県OB、臨時職員の
用」や「県OBの採用」、または、「非常勤職員や臨 採用により正規職員の減に対応した。
時職員の採用」により対応する。
４．職員配置は、事務事業の消長に応じて弾力 ４．円滑な業務を実施するため、総務部をはじめ
的に行うとともに、組織体制は、事業規模等を常 ５部体制で事務執行に努めた。
に検証し、機動性と柔軟性を持った体制とする。
５．給料や諸手当の減額や凍結、給与体系の見 ５．財務状況等を見極めながら、適正な給与水
直し等の措置は、事業の受託状況、指定管理状 準の維持に努める。
況、財務状況などを総合的に見極めながら行う。

財務状況 １．安定的な受託事業収入確保を図るため、県・ １ ．監督補助業務や測量設計業務の受託に加
の見直し 市町村等関係方面から情報収集を行うとともに、 え、３市町から下水道事業支援業務を受託し、
内容 職員の資格取得、技術力向上を図る。 独自の収入財源の確保に努めるとともに、職員
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公園・下水道の指定管理収入の継続確保に の資格取得に努めた。
努めるとともに、独自の収入財源の確保に努め 引き続き指定管理が受けられるよう、自主事
る。 業の拡大や職員の資格取得に努めた。
２．定年退職者の原則不補充により人件費の削 ２．定年退職者の不補充により人件費の削減を
減を図るとともに、経費節減の徹底、適切な予算 図るとともに、競争入札を原則とするなど、経費
執行の常時チェック及びコスト削減意識の徹底を 縮減の徹底に努めた。
図る。
３．徳島県土地開発公社及び徳島県住宅供給
公社との３団体間の管理部門の連携強化につい
て、県の指導・支援のもと具体的な方策を検討・
実践する。

監査の充 監査や点検評価を適正に推進するとともに、 １．監査の充実強化について
実強化と 既設ホームページの充実を図り、経営状況や事 監事２名の税理士による会計監査のほか業
情報公開 業内容の積極的な情報公開に努める。 務運営状況の監視を適切に実施した。
の取組み ２． 情報公開の取り組みについて

公益法人の認定後、組織、事業計画、財務諸
表等の情報公開について、更に既設ホームペ
ージの充実を図っている。また、貸借対照表等
の公告が義務づけられたため、事務所の公衆
に見やすい場所に掲示することとした。

公益法人 公益財団法人として維持存続できるよう、公益 研修会の実施や技術者派遣、市町の下水道普
制度改革 性の高い自主事業の拡大及び下水道管理運営 及サポート等公共性の高い自主事業を拡大す
に向けて における人材育成方策を策定し実践する。 るとともに、地元業者に水質管理業務を委託す
の取組み るなど、下水道管理運営における人材育成を

図った。

その他

団体の自己点検評価

＜自己点検評価＞
常勤役員・職員の減員、自主事業の拡大などについては、計画通り順調に推移している。

＜課題と今後の方向性＞
自主事業の拡充を図るとともに、指定管理業務においては利用者ニーズの把握・満足度の向上に努め
る。
引き続き、定年退職者の不補充を原則とし、不足は再雇用、臨時職員の採用等、柔軟に対応するととも
に、事務事業の消長に応じた職員配置を行うなど、機動性と柔軟性を持った運営に努める。

県所管部局の評価

職員の減員及び自主事業の拡大など、計画通り順調に推移している。
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団 体 名 徳島県土地開発公社

国・県等からの依頼に基づき、民間金融機関から資金を借り入れ、道路・河川等の事
事 業 概 要 業用地を先行取得する「公有地取得事業」と、国・県、その他団体からの委託に基づ

き、事業用地取得のあっせん、調査、測量等を行う「あっせん等事業」により、円滑な事
業用地の取得を行っている。

〔更なる経営改善を行う団体〕
見直しの方向性 早急に進捗を図る必要がある事業について、国等関係機関から用地取得業務の需

要動向を把握することで、受託業務量の確保及び拡大に努める。

「徳島県土地開発公社 経営改善計画の概要と取組み概要」（Ｈ２６～Ｈ３０年度）

取組項目 具体的な計画 平成２７年度における具体的な取組内容

事業計画 ・公共事業予算の動向や、用地取得にかかる需要 ・国等からの継続的な用地取得業務を受託
の見直し 動向を把握し、受託事業の継続的確保及び拡大
内容 に努める。

・用地関係職員等を対象とした実践的な研修の実 ・用地担当職員等を対象にした実践的な研修
施 を２回実施（7月、３月）し、公社職員の専門性
・事業見込み を広く周知するとともに、受託事業の拡大に繋
NEXCO：四国横断自動車道事業 がるよう努めた。
（徳島JCT～徳島東IC）

国交省：四国横断自動車道事業（阿南IC～
徳島東IC）、旧吉野川改修事業、
桑野道路

徳島県：鉄道高架事業ほか
徳島市：四国横断自動車道側道事業
まちづくり事業

組 織 ・ 人 ・事業規模、内容に応じた人員配置 ・事業規模等に見合った適正な事務所設置を
員等の見 ・用地スキルの高い職員の再任用 等 行うため、県との調整を図り、柔軟な人員配置
直し内容 に努めた。

財務状況 ・人件費抑制と経費削減の取り組みを進めること ・準備金の一部について、債券の取得による運
の見直し により、収支状況の更なる改善を図る。 用をしている。
内容 ・長期保有土地について、速やかな再取得を求め

る。

監査の充 ・監査や点検評価を適正に推進する。 ・ホームページの内容を全面的に更新
実強化と ・情報公開については、平成19年度にホームペー
情報公開 ジを開設し、経営状況等を明らかにするため、予
の取組み 算、決算状況等を公開している。

公益法人 （対象外）
制度改革
に向けて
の取組み

その他 本県においては、高速自動車道路網をはじめ社会資本整備は、いまだ十分ではなく、今後も着
（公社の 実に整備を促進する必要がある。また、将来起こるとされる南海トラフ巨大地震に備えるための施
存在意 設整備など、公共事業の果たす役割は大きい。その中でも、国等の大規模公共事業を促進するた
義） めには、特に用地取得において県の全面的な協力も不可欠であることから、用地取得の専門機関

として県と一体となって事業を推進する役割を担っている公社において、時機を逸せず確実に用
地を取得することで、工事の早期着手・早期完成を促し、事業効果の早期発現につなげることが
できる。公社は、用地取得に関する豊富な経験と専門知識を有する職員を擁するとともに、民間
金融機関から資金調達することで、機動的・弾力的な用地取得が可能であることから、公共事業
を推進していく上で、公社の果たす役割は今後とも重要である。

団体の自己点検評価

＜自己点検評価＞
受託事業量については、近年、大規模幹線道路事業等の公共事業が概ね収束を迎えてきたことによ
る減少
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＜課題と今後の方向性＞
関係機関からの需要動向を把握し、業務量の継続的確保及び拡大を図るとともに、事業効果の早期発
現が求められる小規模な公共事業も積極的に受託する。

県所管部局の評価

土地開発公社は、事業用地の先行取得を行い、事業効果の早期発現に繋げるという役割を十分担っ
てきたものの、近年の公共事業減少・地価の下落等の影響はあると思われるが、公社を取り巻く経営環境
は一段と厳しさを増している。そのような中において、収益改善のための受託業務量の確保対策等、目標
の達成に向けた更なる努力が必要であると考える。
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団 体 名 徳島県住宅供給公社

・宅地の分譲 パストラルゆたか野 他
事 業 概 要 （販売実績 H22：2区画、H23：0区画、 H24：7区画、 H25：0区画、H26：３区画、H27：０区

画）
・県営住宅の管理（県営住宅：4,580）
・賃貸駐車場の管理（竜王団地 他：89区画）

見直しの方向性 ・新たな収益事業の創出
・分譲資産の計画的な処分及び分譲資産以外の資産の有効活用
・県営住宅等管理事業を中心に執行し、安定した組織体制の確立
・更なる効率的な業務運営と管理コストの縮減
・財務健全化への取組を通じ、事業資金借入条件の見直しなどの検討

「徳島県住宅供給公社 経営改善計画の概要と取組み概要」（Ｈ２７～Ｈ２９年度）

取組項目 具体的な計画 平成２７年度における具体的な取組内容

事業計画 ・空き家対策に係る業務を新たに実施する。 ・県より空き家対策に係る業務を受託
の見直し ・過去に分譲した竜王団地等の再生事業に取り ・団地再生事業に繋げるための住民へのアンケ
内容 組む。 ート調査を実施

・県営住宅管理の効率化及び適正化を支援す ・県営住宅集約化団地の跡地管理（仮囲い設
る。 置等）を実施

組 織 ・ 人 ・正規職員数の見直し（正規職員採用による退 新たな収益事業である空き家対策に係る業務
員等の見 職者を補充しない） を、増員することなく、現状人員の再配置により
直し内容 ・新たな収益事業の実施にあたり、嘱託職員等の 実施した。

人材育成・強化を図るとともに組織の見直しを検
討する。

財務状況 ・分譲資産の計画的な処分及び分譲資産以外 ・分譲資産以外の所有財産をソーラー発電用
の見直し の資産の有効活用。 地として賃貸借契約している事業者と共に住
内容 ・新たな収益事業にも取り組む。 民説明会を開催

・財務健全化への取組を通じ、事業資金借入条
件の見直しに努める。

監査の充 ・監事２名による監査の厳格化 ・事業実績、組織図、役員名簿、財務諸表をホ
実強化と ・情報公開の実施（事業実績、役員名簿、財 務 ームページに掲載
情報公開 諸表をホームページに掲載）
の取組み

公益法人 （対象外）
制度改革
に向けて
の取組み

その他 引き続き、販売計画の見直しを行うなど分譲地 県と公社による今後のあり方について議論し、
の早期売却に努めるとともに、公社の今後のあり 経営改善に向けた課題を抽出し、今後の方向
方についても検討を行う。 性とその対応策について検討

団体の自己点検評価

＜自己点検評価＞
分譲資産の処分が進んでいないことが経営改善に大きく影響している。
分譲地販売不振の理由
・既に大幅な地価の引き下げを行っているため、更なる地価の引き下げ等顧客獲得対策が十分でき
なかったこと。
・H24.10月の津波浸水想定の公表で津波高が0.5～1.0mから1.0～2.0ｍに変更されたことで分譲地のイ
メージが悪くなったこと（パストラルゆたか野）

＜課題と今後の方向性＞
・財務の健全化及び経営の長期安定化
新たな収益事業の創出
分譲資産の計画的な処分及び分譲資産以外の資産の有効活用
県営住宅等管理事業を中心に執行し、安定した組織体制の確立
更なる効率的な業務運営と管理コストの縮減47



財務健全化への取組を通じ、事業資金借入条件の見直しなどの検討

県所管部局の評価

分譲資産及び分譲資産以外の処分が計画通り進んでいないため、より積極的な営業活動や販売体制
の充実等、更なる経営改善に向け新たな視点からの取り組みが必要である。
住宅の計画・建設・売買・管理に精通した総合的な知識・経験を活用し、新たな収益事業の創出として
｢空き家対策事業の業務｣を開始したことは、評価できる。

48



団 体 名 阿佐海岸鉄道 株式会社

・平成４年３月に開業した阿佐東線の運営会社で、徳島県、高知県、海陽町、東洋町
などの出資による第三セクター方式で設立された、第三セクター鉄道事業者。

事 業 概 要 ・海部駅（海部郡海陽町）と甲浦駅（高知県東洋町）を結ぶ旅客輸送を担当。
・主な利用者は高齢者や学生であり、通学、通院、買物などに活用する身近な交通手
段であり、今後とも、住民の日常生活を支える公共交通としての役割を果たすことが
期待されている。
・平成２３年度には、線路と道路を乗り換えなしに運行できるＤＭＶ（デュアル・モード・ビ
ークル）の導入に向けた実証実験が行われ問題なく終了した。

見直しの方向性 ・人件費の削減を含む徹底した維持管理費の低減を図る。
・鉄道関連イベント、ＤＭＶ導入など利用促進に向けての新たな対策に積極的に取り
組む。

「阿佐海岸鉄道株式会社 経営改善計画の概要と取組み概要」（Ｈ２５～Ｈ２７年度）

取組項目 具体的な計画 平成２７年度における具体的な取組内容

事業計画 ・ＤＭＶ実証実験を踏まえて、運行費用の削減や ・国の「DMV技術評価委員会」における、一定の
の見直し 観光振興など様々な効果が期待できるＤＭＶ 条件はあるものの「技術的には特に問題な
内容 導入への取り組みを進める。 し」との中間とりまとめを受け、実用化が可能

・高知県、海陽町、東洋町などとともに、阿佐東線 と判断し、導入に向け具体的な検討に着手
の効果的な運行方法を検討し、鉄道の利用促 した
進と地域の活性化などにつなげる。
・これまでの利用促進イベントを参考に、年齢層 ・「鉄道の日」事業の実施
やターゲットを絞ったイベント列車や既存の地 ｢なごみ列車」の実施
域イベントと連携した鉄道活性化策を実施す ｢あさてつ祭」の実施
る。 ｢ポイント制回数券」の実施 など

組 織 ・ 人 ・現在の組織や人員は、列車運行の安全性を確 ・現職員数は、安全な鉄道運行に最低限の必
員等の見 保する上で、必要最低限の状況。 要人数
直し内容 ・職員賞与の削減（△５０％）する。 ・引き続き職員賞与の削減(△50%)を実施

・定期昇給の一部凍結（△約２％）する。 ・引き続き定期昇給の一部凍結を実施

財務状況 ・徳島県、高知県、海陽町、東洋町などとともに、 ・平成２４年度に策定した「経営改善計画」に基
の見直し 平成２４年度から５年間で取り組む維持管理 づき、人件費の削減をはじめとする経費削減
内容 費の削減や鉄道活性化策などを定めた経営 を実施。

改善計画を策定するとともに、関係自治体にお
いて、これら取り組みを前提とした経営支援の
ための基金造成を実施済み。
・この計画に基づいた経営改善の実行に取り組
む。

監査の充 ・監査役２名体制による監査を実施し、毎年度、 ・経営状況について株主総会で報告
実強化と 総会で報告するとともに、マスコミや徳島県議 県議会にも公表した。
情報公開 会を通じて公表している。
の取組み ・平成２４年度から、徳島県情報公開条例の趣旨

に基づいた情報公開制度を導入している。
・会社の活動状況や財務などに関するホームペ ・平成２５年度よりホームページにて
ージでの情報提供については、平成２５年度中 会社概要、事業報告・決算報告、組織図
に、公開する情報内容を含め方向性を定める。 役員名簿、定款、安全報告書を公開してい

る。

公益法人
制度改革 （対象外）
に向けて
の取組み

その他
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団体の自己点検評価

＜自己点検評価＞
沿線地域の過疎化が進むとともに、周辺道路の整備などにより厳しい経営状況が続いているが、人件
費の削減をはじめとする経費の節減に努めているほか、「地域コンサート列車」や「恋活列車」など、地域の
イベントに併せた企画列車の運行を積極的に実施することにより、乗客は５年連続で増加するなど、各取
り組みが成果として少しづつ顕れている。

＜課題と今後の方向性＞
厳しい経営状況のなか、平成２４年度に策定した「経営改善計画」の基、徹底したコスト縮減を実施する
とともに、各種イベントを積極的に実施し、乗客人員及び運輸収入の確保に努める。
また、地域の交通ネットワークの向上のほか、観光振興など「地域活性化」の起爆剤となるDMVについ
て、関係自治体と連携を図りながら、引き続き、導入に向けた準備を進めていく。

県所管部局の評価

一年を通してイベントを企画列車を運行するなど、沿線の過疎化が進む中、５年連続の乗車人員の増
は、評価できる。県としても、DMVの導入に向け積極的に関わっていき、一日でも早い導入を目指す。
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団 体 名 徳島空港ビル株式会社

徳島空港ターミナルビルを利用する航空会社や航空旅客などに、必要な施設・設備、
ならびにサービスの提供などを行っている。

事 業 概 要 １．主な事業
・ カウンター、事務室、食堂、売店、倉庫などの貸室の提供
・ 手荷物引渡所、ボーディングブリッジなどの共用施設・設備の提供
・ 運航時刻表示板装置等による案内サービス、案内カウンターにおけるインフォメ
ーションサービス
２．付帯事業
・ エアポートラウンジ、コンビニエンスショップ等の運営
・ ロビーや搭乗待合室などにおける広告宣伝業など

見直しの方向性 〔更なる経営改善〕
徳島阿波おどり空港全体の価値を関係機関と連携を図りながら高めていくととも
に、事業拡大による収益確保と経費削減に努める。

「徳島空港ビル株式会社 経営改善計画の概要と取組み概要」（Ｈ２５～Ｈ２７年度）

取組項目 具体的な計画 平成２７年度における具体的な取組内容

事業計画 航空機利用者の増加等により、主たる事業であ 当期の乗降客数は、前期からは微減となった
の見直し る不動産賃貸事業では一定の収入があるもの ものの、２年連続で100万人台に達した。
内容 の、新ターミナルビルへの設備投資等により、売 経営状況に関しては、テナントの売上低迷に

上高に対する営業利益率が低下していることか よる賃料収入や施設使用料収入の減少があっ
ら、事業拡大による収益確保と経費削減に努め たが、一方で直営２店舗やカードラウンジの売上
る。 増などにより増収となった。
また、国・県及び航空会社など空港関係者と 〔主な事業拡大〕
の連携を強化して、就航路線や空港の利用促進 ・ ネット通販の運営
を図ることにより、徳島阿波おどり空港全体の利 ・ 直営店舗の一部改装及び県産商品の発
用価値を高める。 掘。
〔主な事業拡大案〕 〔経費削減〕
・ 新たにネット通販事業に参入。 ・ 空調電熱の効率化やLED推進による電灯
・ ターミナルビル内における物販直販店の規 料の削減（全体で１０％削減を達成）
模拡大。 〔空港関係者との連携〕
・ 駐車場事業への参画検討。 ・ 空港内における産学官連携での中山間
〔経費削減〕 地特産品や地元企業紹介などのPRイベン
・ ペーパレス化の推進やビル内電灯のLED トの開催
化、太陽光を利用した照明の導入などによ ・ 旅行会社を対象としたファムツアー事業の
る経費節減。 補助
・ 入札等による委託コストの削減。 ・ 国際線対応機能強化の検討
〔空港関係者との連携〕
・ 県内外における空港PRイベント等の開催
・ 空港の利便促進に繋がるホームページ
での情報発信
・ 他空港との情報交換、連携事業を通じ
ての空港の活性化

組 織 ・ 人 健全経営と年中無休による質の高い公共サービ 事業拡大に伴う人材確保が急務であったこと
員等の見 スを維持するため、必要最小限の組織・人員で から若干の人員増はあったが、県内雇用に貢献
直し内容 事業運営を行っており、事業拡大においても必要 しつつ、さらに人材育成に取り組み、経営面で

最低限の人員増とし、期間雇用による人員供給 は＋１の事業効果を上げるよう効率的な人材活
の調整や、より効率的な組織運用を図る。 用を行った。

財務状況 新ターミナルビルへの設備投資等に伴う減価償 当期は売上高をさらに押し上げることに主眼を
の見直し 却費が増加しつつも、黒字決算を達成できたが、 置いて取り組み、目標をほぼ達成した。純利益
内容 売上高に対する営業利益率が低下していること は減少したものの、前期に引き続き黒字決算を

から、事業拡大による収益確保と経費削減により 達成すると共に安定した財務体質の構築を図
安定した財務体質の構築を図る。 った。

監査の充 〔監査の充実強化〕 〔監査の充実強化〕
実強化と 会社法に基づく「会計監査人」や会社定款に 会社法に基づく「会計監査人」である公認会
情報公開 よる「監査役」を設置し、定時株主総会において 計士及び会社定款による「監査役」の監査を受
の取組み 監査報告を受けている。 け、定時株主総会においてその報告を受けた。

51



また、徳島県監査委員の定期的な監査を受け また、コンプライアンスの推進にも取り組んで
るとともに、コンプライアンスの推進にも取り組ん いる。
でいる。 〔情報公開の取組〕
〔情報公開の取組〕 徳島空港利用促進協議会との連携により、
H24年度に、徳島県情報公開条例の趣旨に基 空港のホームページにおいてＩＲ情報（経営状況
づき情報公開要綱を設置すると共に、既設のホ や財務状況、業績動向に関する情報）のほか、
ームページにおいてＩＲ情報（経営状況や財務状 各種イベントの情報や契約社員の採用情報な
況、業績動向に関する情報）を公開している。 ど空港に関連する様々な情報を積極的に県内
今後は、徳島空港利用促進協議会との連携 外へ発信した。
により、会社の経営状況等だけでなく、イベントな
ど空港に関連する様々な情報を積極的に県内
外へ発信し、徳島阿波おどり空港全体の利用促
進を図りたい。

公益法人
制度改革
に向けて
の取組み

その他

団体の自己点検評価

＜自己点検評価＞
経 営 当期は売上６億超えを目標として事業推進を行ったが、これを達成した。減価償却が大き

いことから売上増進に主眼を置いた経営方針で取り組んでおり、結果、キャッシュフローは
高水準で推移している。人件費など販管費も増えて、純益は減少しているが、会社の事業
推進力は格段に向上しており、中長期の安定した黒字経営は可能である。また、経営リスク
を緩和するために進めてきた不動産収入依存からの脱却は、不動産収入が６割、付帯事
業収入が４割という比率になっており、経営（戦略）、事業展開（戦術）、販売促進（戦法）が
繋がりさえすれば、経営努力で乗り切れる体質に転換しつつある。

＜課題と今後の方向性＞
①空港の機能やサービス向上とマッチングした新規事業の展開を進め、徳島空港の利便性を高めな
がら収益拡大に取り組んで行く。
②増加する訪日外国人受け入れに対応し、新たな人や物の交流拡大に取り組んで行く。
③徳島空港利用地域の拡大に取り組み、空港利用増大を図る。
④課題である旅客ターミナルビルの機能強化に取り組んで行く。

以上の目標について、県当局のご指導と強い連携をもって、確実に推進したい。

県所管部局の評価

平成２７年度は直営店舗とエアポートラウンジの売上げ等が増加し、５期連続で黒字を確保した。今後に
おいても、継続的かつ積極的な経費削減に努めるとともに、今回増加した営業関連収入の更なる拡大に
取り組む予定であり、引き続き経営は維持できるものと考える。
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団 体 名 徳島ハイウエイサービス 株式会社

大鳴門橋供用開始に伴う港湾事業の再編により、余剰となった港湾労働者雇用対策の一
事 業 概 要 環として、関係機関が出資して昭和５９年に第三セクターとして設立された会社であり、主

要事業は、本州四国連絡高速道路（株）や、徳島県等からの委託事業が主たる業務となっ
ている｡

見直しの方向性 更なる経営改善を行う団体

「徳島ハイウェイサービス株式会社 経営改善計画の概要と取組み概要」（Ｈ２７～Ｈ２９年度）

取組項目 具体的な計画 平成２７年度における具体的な取組内容

事業計画 ・平成２６年度より実施がなされた本州四国連絡 ・更なる経営改善を図るには、現受託業務以外
の見直し 高速道路への全国共通料金の導入や将来的に の新たな事業を確保する必要があるため、本州
内容 検討予定である西日本高速道路（株）と本州四 四国連絡高速道路（株）及び県のほか民間事

国連絡高速道路（株）との合併問題、また、県の 業者に対する営業活動も積極的に実施したと
財政事情や制度の見直し等により、当法人を取り ころ。
巻く環境は年々厳しくなっている｡
・こうした諸情勢の変化を踏まえ、さらなる職員の
資質向上も含め、今後の経営健全化策及びその
方策について検討する｡
・平成２７年度策定の経営改善計画の達成に向
け引き続き取り組む｡

組 織 ・ 人 ・本州四国連絡高速道路（株）からの料金所受託 ・本州四国連絡高速道路（株）などからの受託
員等の見 配置数に対する不足は、臨時職員で対応｡他部 業務に対する不足人員は臨時職員で対応。
直し内容 門については、事業規模に合わせて臨時職員で 正規職員数の対前年度 △２名

調整 （H26年度 24名 → H27年度 22名）
・年齢・能力・責任を勘案したバランスある人員配
置・賃金格付けへと見直し

財務状況 ・県以外からの受託事業の安定的確保、新たな ・本州四国連絡高速道路（株）及び県のほか民
の見直し 事業の掘り起こしにより、経営の健全化に努める。 間事業者に対する営業活動も積極的に実施し
内容 ・会社資産の運用や活用について検討を行う｡ たところ。

監査の充 ・監査役による監査を実施している。また、県の外 ・平成２５年度よりホームページを作成し、財務
実強化と 部監査により、必要な書類等を提出し、監査を受 諸表、事業内容等を公開しており、今後も情報
情報公開 けている｡ 公開に向けた取り組みを進める｡
の取組み

公益法人 （対象外） （対象外）
制度改革
に向けて
の取組み

その他

団体の自己点検評価

＜自己点検評価＞
経営改善に向け積極的な営業活動を行った結果、県関連、民間関連においても新規受注が得られた
ところ。

＜課題と今後の方向性＞
県関連及び民間関連において、更なる受注増となるよう積極的な営業活動を展開する。

県所管部局の評価

更なる受注増を図るべく、積極的な営業活動を展開することが必要である。
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団 体 名 公益財団法人 徳島県埋蔵文化財センター

１ 埋蔵文化財の発掘調査及び研究を行う事業
四国横断自動車道，徳島南環状道路等の開発に伴う発掘調査を実施した。

事 業 概 要 ２ 出土した文化財の整理及び保存を行う事業
国・県等の開発に伴う発掘調査で出土した遺物の整理業務を実施した。

３ 埋蔵文化財の活用及び保護意識の啓発，普及に関する事業
速報展・企画展・古代体験会等を計画的に実施した。

４ 徳島県立埋蔵文化財総合センターの管理，運営に関する事項

見直しの方向性 更なる経営改善を行う。

「公益財団法人徳島県埋蔵文化財センター経営改善計画の概要と取組み概要」（Ｈ２５～Ｈ２７年度）

取組項目 具体的な計画 平成２７年度における具体的な取組内容

事業計画 発掘調査及び出土品の整理業務について，事業 発掘調査及び出土品の整理業務について，事
の見直し 量に見合った組織・人員体制で実施する。 業量に見合った組織・人員体制で実施した。
内容

組 織 ・ 人 事業規模及び経営状況に応じた人員・組織を構 事業規模及び経営状況に応じた人員・組織を
員等の見 築する。 構築した。
直し内容

財務状況 収支均衡した経営を継続する。 収支均衡した経営を継続した。
の見直し
内容

監査の充 事業概要，事業報告，収支決算等を記載した年 事業概要，事業報告，収支決算等を記載した年
実強化と 報を発刊している。 報を発刊した。
情報公開 調査成果等については，インターネットを通じて 調査成果等については，インターネットを通じて
の取組み 常時情報発信している。 常時情報発信した。

公益法人 平成２２年４月１日付け公益財団法人へ移行済。
制度改革 関係法令等遵守し，適正な法人運営に努める。
に向けて
の取組み

その他

団体の自己点検評価

＜自己点検評価＞
発掘調査及び出土品の整理業務については事業量に対応した適正な組織・人員体制で事業を実施し
た。また，普及啓発事業を通して出土文化財の活用をはかるとともに指定管理運営事業において自主事
業の充実に最大限努めた。

＜課題と今後の方向性＞
発掘調査及び出土品の整理業務については事業量を的確に把握し，事業規模等に見合った組織・人
員体制の確立に努める。また，普及啓発事業を通して出土文化財の活用に努めるとともに指定管理運営
事業において自主事業の充実を図り幅広い県民のニーズに対応できるよう努める。

県所管部局の評価

発掘調査及び出土品の整理業務については事業量に対応した適正な組織・人員体制で事業を実施
できている。また，普及啓発事業を通して出土文化財の活用をはかるとともに指定管理運営事業におい
て自主事業の充実に最大限努めている。
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団 体 名 公益財団法人 徳島県暴力追放県民センター

センターは県民の暴力追放意識の高揚と暴力団員による不当な行為の被害者救済
等、暴力追放活動を総合的に推進するため、暴力団に関する相談活動、被害者に対

事 業 概 要 する救援活動、暴力団離脱者の社会復帰を支援する活動、暴力追放に関する広報
啓発活動、事業者・責任者に対する講習、暴力団事務所の付近住民等の生活の平穏
又は業務遂行の平穏が害されることを防止する活動等、取締りに主眼を置いた警察
活動ではなし得ない民間活力を結集した非営利による活動を展開している。

見直しの方向性 平成23年２月１日、公益財団法人へ移行したが、今後も運用益の増加が見込めないこ
とから、引き続き、経費削減対策や賛助会員の獲得に努める。

「（公財）徳島県暴力追放県民センター経営改善計画の概要と取組み概要」（Ｈ２５～Ｈ２７年度）

取組項目 具体的な計画 平成２７年度における具体的な取組内容

事業計画 センターの「情報発信機能」の充実を図るべく、 ・平成２７年度中、1４回４７１名に対する不当要
の見直し 責任者講習、暴排セミナー、暴力追放県民大会 求防止責任者講習を実施した。
内容 の開催、職域暴力排除協議会等への参加等あら ・民暴弁護士無料相談を毎月2回暴追センター

ゆる活動を通じて、県民が暴力団関連情報や被 において開設したほか、平成27年12月に民暴委
害防止のノウハウを享受できるよう効果的情報 員会、警察と合同で「民事介入暴力集中相談
発信を実施するとともに、併せてセンター事業・ 所」を開設した。平成27年度中、７７６件の暴力
賛助会員制度についても広報し、センターの知 相談を受理し助言・解決等した。
名度向上を図る。常務を通じた相談受理活動の
ほか、責任者講習後における相談受理等あらゆ
る活動を通じて相談を受け入れ、適切な助言に
よる早期解決を図るとともに、警察、民暴弁護士
との連携により、無料法律相談や集中相談を広く
県民に周知し相談活動を充実強化させ、問題解
決活動を促進し、県民の期待と信頼に応える。

組 織 ・ 人 運営資金の枯渇を懸念し、平成10年4月に一 現在のセンター職員は、専務理事及び臨時
員等の見 般事務職員を臨時職員に切り替え、平成13年４ 職員の2名であり、これ以上の人員削減は不可
直し内容 月には、正規職員２名の内の事務局次長職を廃 能な状態である。

止、更に平成14年４月には、唯一の正規職員で
ある専務理事の報酬を大幅に減額し現在に至っ
ている。現在のセンター職員は、専務理事及び臨
時職員の２名であり、これ以上の人員削減は不
可能な状態である。

財務状況 基本財産は、超低金利施策が継続するなか、 講習会やホームページを通じて賛助会員募
の見直し 急激な運用益の増加は見込めず、元本が確実 集を呼びかけた結果、２団体の新規加入、３団
内容 に保障される国債等の運用で運営資金の確保 体の賛助金増額があったが、一方で１１団体の

に努める。また、寄付金、賛助金の確保は困難を 退会、３団体の賛助金減額等があり、会費収入
極め、賛助会員の退会、賛助金の減額が危惧さ は減少した。
れることから、県民が享受するセンターの公益事
業等について、広報啓発活動に努め県民の理解
と協力を得て財政基盤の充実に努める。

監査の充 センターの事業報告及び収支決算は、毎事業 事業報告及び収支決算は、税理士等の監事
実強化と 年度終了後３か月以内に理事長が、その年度の 2名の監査を経た上で、理事会の承認を得て、
情報公開 事業報告及びこれに伴う収支決算書、正味財産 徳島県知事及び徳島県公安委員会に報告し
の取組み 増減計画書、貸借対照表並びに財産目録を作 ている。

成し、税理士等の監事2名の監査を経た上で、理 ホームページ上で事業実績や財務諸表を公
事会の承認を得て、徳島県知事及び徳島県公 開している。
安委員会に報告している。さらに、経営改善計画
の達成度や課題を分析するため自己点検評価
を実施する。情報公開については、徳島県情報
公開条例の趣旨に基づき、平成14年4月、センタ
ーにおける情報公開の実施に際し必要な事項を
定めた「センター情報公開規程」を定めて運用す
るとともに、平成16年7月から、ホームページ上で
事業実績や財務諸表を公開している。
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公益法人 平成23年２月1日、公益財団法人へ移行済
制度改革
に向けて
の取組み

その他

団体の自己点検評価

＜自己点検評価＞
不当要求防止責任者講習の実施回数、受講人数が低下傾向にある。「専任時講習」に比して「定期講
習」の受講率低調が原因と認められる。

＜課題と今後の方向性＞
暴排セミナー、職域暴力排除協議会等への参加等あらゆる活動を通じて効果的情報発信を行い年間
受講者目標数の維持に努める。

県所管部局の評価

今後も効果的な情報発信を行い、不当要求防止責任者講習の年間受講者目標数を維持するとともに
寄付金、賛助金の確保に努め、財政基盤の充実を図る必要がある。
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